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第１章　総 説

１。概　　況

２．組織・定員

３．事業予算と収支決算

４．土地及び建物



１概　 況

当 センターは昭和４８年度で発足 ３年目を迎え

たｏ 石油危機以来、資源・エネルギーの不足が憂

慮され、豊かな資源、無錣 のエネルギー に恵まれ

た海洋への期待は益々高まっているが、これと同

時に海洋開発に中核的役割を果たす海洋科学技術

の重要性も増し、当 センターは社会のニーズに応

えて、さらに充実した事業陀努力することが望ま

れている。

海洋開発の前提となる海洋科学技術の向上と基

礎作りのため、当センターでは、前年度に引き続

いて各種施設の整備を行う一方、試験研究の本格

的実施をめざして、研究体制の改組を行うなど、

政府、民間、学界の期待に応える事業を続けてき

た。すなわち４８年度は、潜水技術の確立と人材

の養成をめざして混合ガス潜水技術の研修を開始

したほか、国から委託されたシートピア計画も印

ｍに訟ける実験に成功する左ど所期の成果を得た。

施設 、設備については、昭和４７年４月に神奈

川県横須賀市夏島に国から約４万平方メートルの

土地の現物出資を受けて以来、着々と施設の建設

を行って謡り、海中環境訓練実験棟、潜水技術棟、

潜水訓練フ２ ル棟やガスぶｙク棟などが完成した。

また、海中訓練実験棟には海底５００メートルの

環境を模擬する潜水シミュレータを収容。これら

の完成によって研究開発に拍車がかけられようと

している。また、潜水訓練プール棟は潜水技術者

の養成訓練を目的に建設されたもので、海洋開発

に不可欠な潜水技術者のための混合 ガス潜水の研

修コースにも使用された。

大型共用実験設備と昭和４７年度から４ヵ年計

画で建造している高圧実験水槽のシステム設計は、

水槽本体の鋳造を終え、昭和５０年度の完成をめ

ざして敷地の整備など準備が進められた。

ま疣、海洋工学実験場は第２期工事を行い、波

動水槽の建造、整備を進めた。 これらの施設の充

実に伴ない、受配電設備など本格的な研究開発、

研修等の実施のための環境整備にも力を注いだ。

この よう左、試験研究事業のための施設、設備

の充実にともない、組織についても海洋開発技術

部を新設し、共通的技術、先行的技術の開発、調
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査を行った。発足3 年目を迎えて、研究業務面で

は特に見るべきものが多く、その成果 の普及にも

努め疣。ま亢、技術文献、情報の収集、整理 にも

努力した。

国か らの委託業務については、シートピア計画

で ６０・ の実験に成功したが、このほか潜水シミ

ュレー タの建造研究、6  0 0 0 m深海潜水調査船の

調査研究など総合的な調査研究を実施した。

この ように、 ３年目を迎えたセンターは、潜水

技術、海洋理工学の試験研究など軌道に乗った事

業が着 々と成果を上げ る ようになったが、さらに

将来計画に基ずい て所期の目標を達成するため、

試験研究体制の強化 、施設設備の整備を続け 赱け

れぱ赱らない。

２組織・定員

発足３年目を迎えてより充実した試験研究業務

を実施するために、昭和 ４８年度には全面的に組

織 を改 めた。この改組ではまず、海洋生物資源を

はじめとする資源の開発 、海洋 スペースの利用、

海洋調査など、海洋開発を促進するために不可欠

左潜水技術の組織的、系統的 赱研修に取り組むた

め、新たに「 研修部 」を設け た。

また、研究開 発については、さらに強力な実施

体制を整えるため、従来の「 海洋理学部 」を改組

して沿岸海域利用 、深海開発、環境保全等 の分野

に関する研究開発を行う「 海洋開発技術部 」を新

設 した。さ らに、研究業務を効率的、流動的に行

うため、従来の各部の研究室を研究グルー プに改

組した。

これらの改組に伴左い、海洋開発技術部第１研

究 グループにおいては、深海総合利用技術に関す

る試験 研究を、第 ２研究 グループに軸いては、海

洋保全に関する試験研究を、第 ３研究 グループに

かいては海中作業 機器、海中構造物、海中通信等

海洋工学技術に関する試験研究を、潜水技術部第

１研究グループにおい ては 、海中に訟ける居庄訟

よび作業に関する試験 研究を、第２研究 グルー プ

に拾い ては、潜水機器に関する試験研究を、第 ３

研究 グループに訟いては、海中におけ る生理 、心

理その他、海中医学に関する試験研究を、それで



れ実施することとした。

ヵ:訟、本年度の定員は、役員１０人（ 内非常勤

5人 ）、職員 ８１人の合計 ９１人（ 前年度68 人）

となった。
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企　　 画

業務の基本的運営方針 、事業計画の策定、

企　　画　　課　 計画及び運営の総合調整、内外の海洋科

学技術の調査、広報

部　総　務　　課　組織、職制､登記､規則､文書､人事､厚生

経　　理　　 課　 予算 、決算 、契約、用度
‾

ﾚ　　　

９．　　　 建築、土木工事、電気、機器　備工事の
施　　設　　課　設計、施行、監督

第１研究クルー－プ　深海総合利用技術に関する試験研究

海洋開発技術部T 第２研究クルー－プ 海洋保全に関する試験研究

第３研究グループ　海中作業機器、海中構造物、海中通信等
海洋工学技術に関する試験研究

第１研究クルー－プ　箭W に訟ける居住及び作業に関する試験

潜 水 技 術 部T 第２研究グループ 潜水機器に関する試験研究

第3 研究グループtl;; 冫笑る人体生理` 海中医学に関す

研　　修　　部一 教　　務　　室　 研修計画の樹立、実施、調査

協力団体連絡室　　　　　　　　　　晉 協力団体との連絡、寄附金、出資の

情 報 管 理 室　 噐皆科学技術情報の収集、整理、加工、

３事業 予算 と収 支決 算

昭和4 8.年度は 、試験研究体制の強化、 センタ

ーの業務の遂行に必要痙施設訟よび設備の整備に

重点をおいて事業を推進することとし、下記のと

訟り予算を執行した。

(1)資本金

,昭和４８事業年度に釦いては ４７事業年度 より

443,00  0千円を増加し，総額1,6 56,974 千円となっ

た。増加は，政府出資金443,000 千円に よるもの

である。

第 １ 表　 出 資 金 の 増 加 状 況
(単位 千円)

区　　　 分 ４７事業年度末 ４８事業年度末 構 成 比 ㈲ 備　　　　　　 考

政 府 出 資 金

政府 現 物 出 資

民 間 出 資 金

3 3 5,0 0 0

8 48,9 74

30,0 0 0

778,000

848,9  74

30,0 0 0

4 7.0

5 1.2

1.8

土地　 横須賀市夏島町

40,1 59.57 ㎡

計 1,21 3,9 7 4 1,656,974 １００．０
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②昭和48年度収入支出決算額

昭和 ４８事業年度の収入・支出決算額は第２表および第3 表のとおりである。

第 ２ 表　 昭 和　４８ 事 業

科　　　　　 目 収 入 予 算 額 修 正 増 △ 減 額 弾力条項による増額

〔 出資金部門 〕

出　 資　金

政　 府　 出　 資　 金

民間出資金及び寄付金

事 業 収 入

事　　業　　 収　　 入

共 用 施 設 収 入

研　 修　 収　 入

受 託 業 務 収 入

事業外収入

預　　 金　　利　　子

繰　 越　 金

繰　　　 越　　　 金

〔 補助金部門 〕

補　助　 金

国　 庫　 補　 助　 金

民　 間　 寄　 付　 金

事業外収入

雑　　　 収　　　 入

住 宅 貸 付 料

保 険 料 収 入

雑　　　　　　 入

円

8  5 2,5 17,0  0 0

831,1  05,000

447,0  00,000

38  4,1 0 5,0 0 0

13,3  93,000

3,3 9 3,0 0 0

10,0 ００,０００

０

5,6 6 6,0 0 0

5,666,0  0 0

2,3 53,000

2,3 53,0  00

301,8  02,0  00

3  0 0,0 00,0  0 0

15  0,0 00,00  0

15  0,000,00  0

1.8 02;0  0 0

1,8 0 2,0 0 0

５７８,０００

９ ５１,０００

2  73,000

円

心4,0  0 0,0 0 0

4,000,0  0 0

A  4,000,00  0

０

０

０

０

０

０

０

０

０

乙 １３,０００

乙1  3,0 0 0

A  13,0  00

０

０

０

０

０

０

円

394,793,6  6 1

０

０

０

3  94,7 93,6  6 1

０

０

394,793,66  1

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

合　　　　　　　 計 １,１ 54,31  9,0 00 企 ４,０ 13,0  0 0 3  94,793,6  6 1
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年 度 収 入 決 算 額

収 入 予 算 現 額 収 入 決 定 済 額 対収入予算増△減額 備　　　　 考

円

1,243,3  10,6  61

8  2 7,10  5,000

443,000,000

384,1  05,000

4  08,186,66  1

< 3,393,000

１０,０００,０００

394,793,6  6 1

5,6 6 6,0 0 0

5,6 6 6,0 0 0

2,3 53,0  00

2,353,000

3  01,789,000

29  9,9 87, 0 00

1 49,9 ８７,０００

1 5 0,0 0 0,0 0 0

1,802,000

1,802,000

５７８,０００

９ 51,000

2  73,0  00

円

１,１ 53,7 30,3  31

7 4 3,6 37,3  1 9

4 4 3,0 0 0,0 0 0

3  0 0,6 3 7,3 1 9

3  9 7,6 13,3  72

０

７,０００,０００

3  90,6 13,3  7 2

1 0,1 2 6,1 4 1

1 0,1 26,1  4 1

2,353,4  99

2,3  53,4  9 9

2 72,844,1  32

2  7 0,8 27, 34  5

1 4 9,9 8 7, 0 0 0

1 20,8  40,345

２,０ 16,7 8 7

２,０ 16,7 8 7

7 48,9  4 0

1,1 48,29  5

１ 19,5 5 2

円

乙89,580,3  30

企83,4  6 7,6 8 1

０

乙8  3,4 6 7, 6 8 1

^  10,573,28  9

乙3,393,000

乙 ３,０００,０００

4,1 8 0,2 8 9

４,４ 60,1 4 １

4,4 6 0,1 4 1

４９９

４９９

A  2 8,9 4 4,8 6 8

/1. 29,1  59,6  5 5

０

^29,1  59,65  5

２ 14,78  7

2 14,78  7

1 70,9  40

1 9 7, 2 9 5

^  1 5 3,4 4 8

1,5 45,099,6  6 1 1,426,5  74,4  6 3 乙 １ 18,5 25,1  9 8
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昭和 ４８年度の支出決算額は第 ３表のとおりである。

第 ３ 表　 昭 和　 ４ ８　年 度

科　　　　 目 支 出 予 算 額
前 事 業 年 度

からの繰越額
修正増△減額

弾 力 条 項

に よる 増 額
予 備費使用額

〔 出資金部門 〕

開発研究事業費

研究施設等建設費

施 設 整 備 費

試験 研究事業 費

研　　究　　費

特定 装置運 営費

特定装置運営費

研 修 事 業 費

研 修 事 業 費

受 託 業 務 費

受 託 業 務 費

一般管理運営費

施　　 設　　 費

管 理 施 設 費

〔補助金部門 〕

一般管理運営費

役 職 員 給 与

共　 通　 経　 費

一 般 管 理 費

交　　 際　　 費

予　 備　 費

８５２,５１７,０

菽

843,5  71,000

７ 31,7  54,0  00

3  5,0 1 2,000

3  7,0 79,000

39,7  26,00  0

(〕

8,9  4  6,0 0 0

8,9  4  6,0 0 0

3  0 1,8  02,0  0 0

^  53,924,0  00

1  8 2,3  9 7,0  0 0

13,046,0  00

5  7,5  5 1,000

９ ３０,０００

4 7,8  7 8,0  0  0

円

586,5  23,179

5  86,5  2 3,1 7 9

４ 10,959,8  79

０

０

０

1 75,563,300

０

０

０

０

０

０

０

０

０

円
心4,0 00,0 00

乙4,0 0 0,0 0 0

０

^7  0 0,0 0 0

^2,1  21,00  0

<^1,1 79,0 0 0

０

０

０

^13,0  0 0

z＼13,000

０

０

０

^1  3,0 0 0

0

ＦＩ

394,793,6  6

394,793,6  6

（

（

Ｃ

394,793,6  6 ］

（〕

０

（〕

０

０

０

０

０

０

円
０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

2 2,242,000

22,242,0  0 0

０

０

０

×22,242,00  0
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支　　出　　決　　算　　 額

流用増△減額 支出予算現額 支出決定済額
翌事業年度への

繰　　 越　　額
不 用 額 備　　　考

Ｆ

Ｃ

(〕

０

０

０

０

０

０

０

０

０

1,456,000

乙1,456,000

０

０

０

円

1,8  29.8  33,8  40

１,８ 20.8  8 7.84C 〕

1,1  42,7 13,8  7 9

3  4,312,00  C〕

34,9  58,000

38,54  7,000

5  70,356,9  6 1

8,946,0  00

8,9  4  6,0  0 0

3  0 1,7 89,000

2  76,1  53,000

206,0  95,0  00

1  1,5  90,0  00

5  7,5  51,0  00

9  1 7, 0 0 0

2  5,6  36,000

円

1,1 7 8,6 49,55  2

1,1 70,244,922

5 53,44  0,77 6

34,3 10,0 68

5,7 5 6,9 6 1

1 1,335,900

5 6 5,4 01,2 1 7

8,4 0 4,6 3 0

8,404,6  30

2 7 2,844,1 3 2

2 7 2,8 44,132

2 0 6,090,1 30

11,0 34,9 35

54,8 02,10  5

９ 16,9 6 2

０

円
5 4 7, 3 0 3,4 5 5

5 4 7,3 03,45  5

4 9 0,1 18,0 0 0

０

2 9,1 9 9,0 0 0

27,2 1 1,0 0 0

7 7 5,4 5 5

０

０

０

０

０

０

０

０

０

円

1 0 3,880,8 3 3

103,339,46  3

99,1 55,10  3

1,9 32

2,0 3 9

１００

4,1 80,28  9

5 4 1,3 70

5 41,37  0

2 8,944,8 6 8

3,308,8  68

4,8 7 0

5 5 5,0 6 5

2,7 4 8,8 9 5

３８

25,6 36,0 00

- １７－



座礼 昭和４７年度の収入決算額は第4 ，5表のと訟りである。

第 ４ 表　　 昭 和 ４７ 年 度

科　　　　　　 目 収 入 予 算 額 修 正 増 △ 減 額 弾力条項に よる増額

〔 出資金部門 〕

出　資　 金

政　 府　 出　 資　 金

民間出資金及び寄付金

事 業 収 入

事　　 業　　 収　　入

受 託 業 務 収 入

事業外収入

預　　金　　 利　　子

〔 補助金部門 〕

補　助　 金

国　 庫　 補　 助　 金

民　 間　 寄　 付　 金

事業外収入

雑　　　 収　　　　入

円

6 27,669,000

5  65,0  0 0,0 0 0

2 35,0  0 0,0 0 0

3  3 0,000,000

6 0,0 00,000

2,6 69,0  0 0

1 6 8,12  9,0 0 0

16  8,0 00,0  0 0

８４,０００,０００

8 4,0 0 0,0 0 0

1 29,0  0 0

円

０

０

０

０

０

０

企　1 9 5,0 0 0

8  25,0  0 0

乙　8  25,0  0 0

０

６ ３０,０００

円

1 31,1  18,840

０

０

０

1 31,1 18,840

０

０

０

０

０

０

合　　　　　　　　 計 7  95,798,0  00 乙　１９５,０００ 13  1,1 18,8  40

―  18-

収　入　 決　算　額　 明　細

収 入 予 算 現 額 収 入 決 定 済 頷 対収入予算増 △減額 備　　　　　 考

円

7 5 8,7 87, 840

5  6 5,0 00,00  0

２ ３５,０００,０００

３ 30,0 0 0,0 0 0

191, 囗8,8  4 0

2,6 69,00  0

1 6 7, 9 34,00  0

1 6 7,1 7 5,0 0 0

83,1  7 5,0 0 0

８４,０００,０００

7 5 9,0 0 0

円

７ 33,48  1,788

5  31,5  66,0  48

2  3 5,000,0  0 0

296,5  66,0  4 8

1 91,1  18,84  0

10,7  96,9  0 0

I 51,696,0  26

1 50.6  82,70  2

8  3,1 7 5,0 0 0

6 7,5 07,70  2

１,０ 1 3,3 2 4

円

心2  5,3 06,0  5 2

八　3  3,4 33,9  5 2

０

A  33,4  33,9  5 2

０

8,1 27,90  0

八　1 6,2 37,9  74

心　16.4  9 2.Z9  8

０

八1  6,4 9 2,2 9 8

2  54,3  24

９ 2 6,7 21,840 88517  7,814 ･へ4  1,544,0  26

- １９ －



第　５ 表　　 昭 和 ４７ 年 度

科　　　　　 目 支出予算額
前 事 業 年 度

からの繰越額
修正 増△減額

弾 力 条 項

による 増 額
予備費使用額

〔 出資金部門 〕

研 究 事 業 費

研究施設等事業費

施 設 整 備 費

研 究 事 業 費

研　　 究　　 費

受 託 業 務 費

受 託 業 務 費

う投管理運営費

施　　 設　　 費

管 理 施 設 費

〔 補助金部門 〕

一般管理運営費

役 職 員 給 与

共　 通　 経　 費

一 般 管 理 費

交　　 際　　 費

予　　 備　　 費

予　　 備　　 費

円

627, 669,000

625,225,000

544,913,000

20,312,000

60,000,000

2,444,000

168,129,000

158,006,000

123,469,000

7,943,000

25,661,000

930,000

10,126,000

円

439,308,467

439,294,607

224,440,552

2,051,679

212,802,376

13,860

0

0

0

0

0

0

0

円

０

０

０

０

０

０

^  195,000

△195,000

0

630,000

^  787,000

乙38,000

0

円

131,118,840

131,118,840

0

0

131,118,840

0

0

0

0

0

0

0

0

゛ 円

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

-  20  ―

支　 出　 決　 算　 額　 明　 細

流用増△減額 支出予算現額 支出決定済額
翌事業雛卜 の

繰　 越　 額
不 用 額 備　　　　　 考

円

0

1,248,000

0

1,248,000

0

^1,248,000

0

0

0

乙676,000

676,000

0

0

円

1,198,096,307

1,196,886,447

769,353,552

23,611,679

403,921,2X6

1,209,860

167, 934,000

157,808,000

123,469,000

7,897, 000

25,550,0 00

892,000

10,126,000

円

573,502,516

572,561,516

320,591,921

23,611,679

228,357,916

941,000

151,696,026

151,696,026

120,133,381

5,120,645

25,550,000

892,000

0

円

586,523,179

586,523,179

410,959,879

0

175,563,300

0

0

0

0

0

0

0

0

円

38,070,6 1 2

37,801,752

37,801,752

0

0

268,860

16,237,974

6,111,974

3,335,619

2,776,355

0

0

10,126,000

一般管理運営費、施設費
{
管理施設費 より流用増

1,2 48, 000 円

研究事業費、研究事業費
{
研究費へ流用減

1,248,000 円

- 21 －



４土地 およ び建物

昭和４７年 ４月に神奈川県横須賀市夏島町の国

有地の一部4  0,159.57。22を国 から現物出資を受け

た。この敷地は旧海軍航空隊跡で、戦後米軍が使

用していたが、わが国に返還されるに至って、横

須賀市が旧軍港市転換計画にもとづき追浜工業団

地造成計画を決定した地域の一部である。東側訟

よび南側の一部は海に面し、いずれも岸壁が築か

れて訟り、南側の大部分は斜路となっているため、

海洋科学技術の開発施設の建設には絶好 の地の利

を得ているといえ る。

この敷地 にセンター施設の建設は、昭和４７年

８月に着手されたが、施設の建設にあた っては。

台風時に訟ける高潮の侵入を防止するため、建物

の床面を地面 より1  20 cm 高くすることとした。

昭和 ４７年度末までに完成した施設は、海洋工

学棟、海洋工学実習 棟､受電所、ユーティリイティー

プラント棟、海洋工学実験場（第 １期工事）で、本

年度には、海中環境訓融 実験棟（ 鉄筋コンクリー

ト建造 ２階建て延べ面積1,5  8 6.64㎡）、潜水技術

棟（ 鉄筋コンタリート造２階建て延べ4  30.2 9ni).、

海洋工学実験場（ 第Ｈ期工事 ）（ 鉄骨平家建て

90  0 m2)、潜水訓練プール棟（ 鉄筋 コンクリート

２階建て延1,5  6 9.57m2)、 ガスバノク棟（ 鉄骨造

平家建201.6 ㎡）、受配電設備（ 第ｎ 期工事 ）が

完成 し、ま瓦、構内の道路が整備された。

な圦 施設建設計画図は 下記のとおりである。



―

　
２
　
３
 ―

へ

施設建設計画図

雲地面積10,159,57m ‘｣

所 在 地

神奈川県横須賀市夏島町

スロープ

計画道路

海

陌 多147 年度分

鮫 汳148 年度計画分

｢で7149 年度計画分

厂 ‾DO 年度以降計画分

縮尺　1:1000



第２章　施設の整備

１。施設の整備

２．機械の整備



１施設 の整備

昭和４７年度に始まった建屋の建設は本年度末

までに海中環境gl融 実験棟、潜水技術棟、海洋工

学棟、海洋工学実験場、海洋工学実習棟、潜水訓

練プール棟の建設を終了 したが、さ らに建設を進

めている施設 として、廃棄物処理施設（ 軽量鉄骨

造平家建153.9^)# あ 久 昭和４９年 ５月には

完成 する予定である。

また、設備としては、施設の整備に伴い電力設

備の容量を増加する必要から受配電設備第Ｈ期工

事を施工したほか、 ６月からは業務が東京連絡所

から追浜に移転したため、電話交換機 を設置した。

そ のほ叺 外構整備のヨ 裂として道路の一部の

整備を実施した。

２ 機 器 の 整 備

昭和 ４７年 度か ら建造 研究陀着手 した 高圧 実験

水槽（ 内径1,4  0 0。XjZf、静 加圧 力1,5  6 0 Kg/i 。71、

繰 返 加圧力（ 最高)  6  5 0Kg 八d ）は､ 前 年度 の設

計 に基 づいて 水槽本体 、加圧 装置等 の製 作を行 っ

た。 また 、研究用 の機器に ついては、第６表の と

お り整備 した。

第６表　 昭和４８年度に整備した主要機器類

機 器 の 名 称 取得年月 使　　用　　 目　　的 性　　　　　 能

ミこコンピューターバ テム

1式

天井走行クレーン　　1 式

（ 海洋工学実験場 ）

ヘリウム 検 知 機　1 式

半閉鎖式潜水呼吸器 ２式

原 子 吸 光 分光 光 度 計

潜水プール空気供給装置

4 8. 1 1

4 9. 2

49. 3

4 9. 3

49. 3

4 9. 3

海洋開発、海洋保全に関する各種

計鱆に用いる。

重量物の実験場内の移動に用いる。

チェンバーの気密試験に用い る。

海洋工学関係の潜水技術者を養成

することを目的とする研修訓練に

用いる。

海水底質生物 中の重金属の定量に

用いる。

オープンタンクプー ルでの他給気

潜水自給気潜水○空気を供給しま

たは充てんする装置である。

HI  TAC  1 0 -n

システム

2.8トン　3.4 m ×28 笊

1 OKg/cm ～150  Kg/cm.

－ ２ ７－



第３章　研究業務

１。概　　 況

２．経常研究

３．受託研究



１概　 況

研究業務は、広範囲にわたる海洋科学技術の諸

分野の中で、共通的に必要でも 虱 官学民から早

急な開発を要請されている先行的痙技術について

研究開発を推進した。

昭和４８年度に訟いて実施した研究業務の概要

は以下のとか 夕である。

(1)沿岸海域利用の総会技術に関する研究開 発

沿岸海域の利用として、まず、海洋構造物の設

饐が考えられるが、海洋構造物に対して大きな影

膂力を与えると考えられる内部波について、その

発生機構、作用、内部波と流れの関係について研

究した。

また水産資源の保護、海洋保全の立場から予知

が重要な黒潮の変動について、黒潮の沿岸地形に

よる蛇行左どを研究した。

海中や海底に訟ける各種作業、資源の開発、構

築物 の建設のさいに必要を、海中電流通信に関す

る研究、海中動力源に関する研究を実施した。さ

らに、国からの委託研究として海中で、人間に代

って精密な作業を行わせることができるバイラテ

ル方式のマニピュレータの開発を受託し、その研

究を進めた。

②深海開発の総合技術に関 する研究開発

深海開発を推進するためには、まづ深海の状況

を十分に調査することが必要で、その方法として

は、海上の調査船上から調査機器を深海へ吊り下

げ て行 う方法と、深海潜水調査船によって行う方

法ぶ考えられる。本年度は科学技術庁から潜航深

度6,0  0 0 mの能力を持つ深海潜水調査船に関する

調査研究を受託し、深海潜水調査船、母船、訟よ

び陸上基地から々る深海調査システムに関する調

査について総合的比較検討を行った。

また、原子力発電所等で発生する放射性廃棄物

固化体を深海へ処分する際の固化体の健全性を確

認するモニタリング訟よび回収技術を開発するた

め、放射性固体廃棄物の海洋処分のモニ タリング

技術に関する試験研究を科学技術庁から受託し、

そ(乙)研究を進めた。

(3躪 境保全の総合技術に関する研究開発

海洋環境の保全には、まず海洋の汚染状況の調

査観測 システムの開発が必要であるので、ＤＯを

中心とした海洋汚染の自動監視警報システムに閨

する研究 を開始し、環境悪化の前段階における警

報システム開発のための基礎的データを得た。

また海洋を汚染せずに有効利用するため、日本

原子力研究所から放射性廃棄物に関する海洋利用

の調査研究を、住友商事㈱から原子力施設と海洋

立地に関する調査研究をそれぞれ受託し、調査報

告をとり１とめた。

(4晦 中における人間活動の総合技術に関する研

究開発

国からシートピア計画６０．海中実験を受託し、

これを成功裡Ｋ実施したほか、次の研究を行った。

す次わち、海中において安全で効率的左人間活動

を行 うためには、海中で活動した場合Ｋ生理にど

のよう左変化、影響が生ずるかを知ることが必要

であるので、潜水作業のエネルギ爿弋謝侘関する

研究を実施した。

また、海中で人間がよ!J安全かつ能率的Ｋ作業

するために必要左ダイビングマニュアルを作成す

るため調査研究を行 い、日本人に適合したダ`イビ

ングマニュアル紀ついて検討を行った。

左おヽ、安全で簡便左潜水用呼吸器おヽ よび潜水器

具を開発するため、潜水呼吸器ふヽよび潜水器に関

する研究と各種潜水器に関する検討を行った。

２経常研究

上記した諸研究開発のうち、経常研究費によっ

て実施した研究開発の概要は次のとおりである。

①水中動力源に関する研究

現在、水中で 大きな動力を碍る陀は、主にヶ－

ブルによって陸上または船上から電力を得ること

が多いが、この方法は比較的浅深度の場所で静止

している場合に限定される。この研究は、ケーブ

ルによらずに水深3  0 0 m まで使用できる大容量

機器を調査し、実用可能性の高い機器については

残され疣技術的問鼠收を検討したものである。

- ３ １－



水中動力源は次の ２方式に別かれる。

イ、化学エネルギーを直接電気エネルギーに変

換する燃料電池を含めた電池による方式。

口、燃料の燃焼に よる熱を利用する熱機関によ

る方式。

これらの機器の代表的痙もの忙つい て、持続時

間と出力との関係を示した ものが第２図であるが、

これに見られるように、低出力倆には二次電池お

よび燃料電池がまた、高出力倆にはオープンサイ

クルとクローズドサイクルの熱機関が多い。 しか

し、二次電池はユニ 。卜を多数組み合わせること

によ久 大出力を得ることが可能であるので、上

記の傾向は本質的痙技術上の問題ではないと考え

られる。また二次電池と燃料電池は実用試験段階

に達しているのに対し、大出力のクローズドサイ

クルの熱機関はまだ設計段階にある。

第２図　 水中動力源の出力･持続時間の関係
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囗　 オー－プレサイクル祠 然焼生成 物が直接機 関に作動

し エこ／心 外へ排 出さ れる。

×　 タローズトサイクルー 燃暁生成物が 高温度の時点

で 閉回路 に ある作動流 体に

熱 を伝達 し直接機関の作動

に関 係しない。

オープンサイクル熱機関は二次電池に比較して

重量効率、体積効率がすぐれ、排気ガスは海中で

は圧縮機により外圧に抗してカプセル外に放出す

るシステムである。現状では燃料訟よび高圧空気

または高圧酸素の補給民間題があ 凱 使用時間を

１０時間とした場合、二次電池と比較して重量は

凶 であるが、容積が大きく左る。しかし、燃料

等の補給が可能ならば使用時間を延長することが

でき、これにより重量効率、 体積効率を改善でき

る可能性が大きいと思 われる。

（2晦 中電流通信の研究

現在、海中通信にはほとんど超音波が使用され

ているが、通 信系として、

（う） 伝播速度が遅い。(  1,50 0m/sec)

㈲　海中の雑音の影響を受ける。

○　 水温、塩分等の影響で伝搬経路が一定でな

く、 シャドーゾーンを生ずる場合がある。

（二） 反射波や散乱波に よって明瞭度が薄れる場

合がある。

など大きな欠点がある。特に（口）の雑音対策とし

て色々な方式が考え られているが、いずれ も決定

的 痙ものとは言い難 く、装置が複雑化する傾向が

ある。

この研究は超音波通信の欠点を補うものとして、

電流に よる通信方式を確立し、実用化することを

目的とした もので、海水が電気的 毳導体であるた

めに金属中と同様に伝導電流が存在することを利

用するものである。

海中電流通信の原理は、第 ３図に示すようにき

わめて簡単である。すなわち、海水中に Ｉ対の送

信電極を置き、これに信号電圧を印加すると海水

中には信号に応 じた電位分布が定まる。 この中に

他のＩ対の受信用電極をかくと、電極にはその両

端の電位差に応じた電流が流れるので、これを増

幅して信号をとり出せばよい。 もっとも海水は電

気的導体 し7  ― 4mho/ra  )ではあるが、金祠に

比較して導電率は数 １００万分の１であるので、

減衰は極めて大きい。

４８年度には海中電流通信の基本的な性質を知

るため基本的実験 を行い、問題点 と可能性を検討

した。その結果は次のと訟りである。
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イ）可聴周波数領域内（ 数10HZ から数 １０Ｋ

ＨＺ ）で周波数依存性はほ とんど痙く、周波

数特性はほぼ平担である（ 第４図 ）。海中の

電気的雑音がほとんど座く、通信系として非

常に有利である。

口 ）通信可能距離は送信電力に比例するＯ

八 ）通信可能距離は送受信電極の間隙に大きく

依存する。 この間隙が大きいほど受信出力は

大きく次る。

二 ）受信電圧は境界条件の影響を強くうけ る。

つまり、水槽のように隕られた容積内と、実

海面のようが 豆ぼ無限境界とを比較すると、

水槽の場合のほ うが減衰が少座い。これは容

積が大きいほど、電流経路の広力り が大きく

なるためであろう。（ 第３図 ）

ホ）距離に対する減衰のしかたは、近距離（1

。7以下 ）では指数関数的でも 凱 それ以上の

距離では距離の約2 乗に逆比例して減衰する。

これ らの結果を第 ５図に示す。

な訟、音声通信は出力約1W で３０．の通信を

行うことができた。

今後は ①インピーダンス整合を改善して効率を

高める②電力を数 １０Ｗに増し、受信了ンプの増

幅度を上げて通信距離をのばす③水槽実験と海中

実験の関係を明らかにする痙どの点に留意して、

研究を進める予定である。

第 ４図　 周 波 数 と 減 衰 率 の 関 係

３ ３－



(3)内部波に関する研究

一 内部波による底質の移動についてｰ

水深が １００・ ほどになれば表面波に よる水の

運動はその殆んどが海底に達 しないので、比較的

浅い沿岸海洋における底質の移動は内部波による

のではないかといわれている。 ＬＡＦＯＮＤ(1961)

は計算式を用いて内部波の振幅や躍層の深さ を代

入して内部波によって発生する海底付近の流れの

大きさを計算し、これによって内部波が運搬し得

る底質の粒径の大きさを具体的に示した。

この研究は｡ＬＡＦＯＮＤの理論的研究を実証し、

発展させる目的で19  7 2年田子港においてサーミ

スタによる水温変動と傚流速計に よる流速変動と

を同時測定し、内部波によって発生する流れを得

ることができた。 これらの測定値をＬＡＦＯＮＤ の

計算値と比較検討 した。また駿河湾の水深5 0 77Z

のＳｔ．Ａお よびS  t. b ( Midorikawa　 、1973)

における内部波の振幅や躍層の屎浩次どの実測値

をＬＡＦＯＮＤ の用いた式に代入し、それによって

海底付近の流れの最大値の計算を行った。その結

果、同点付近では径２～３－ぐらいまでの海底の

砂礫が内部波によって沖側に向って移動している

と考えられた。

（4）生物付着防止に関 する研究

海中の物体に対する生物の付着は、海洋開発の

諸分野にとって重要な障害でも 久 特にガラスの

よう左透明体の使用には生物の付着は致命的 とも

いえる。この研究はガラスに対する生物の付着防

止方法を開発することを目的 とする もので、昭和

４７年度には、生物の付着量を測定するための光

学的定量法を開発し。その有効性を確認したが本

年度は付着防止 ガラスを厚さ ５ｍのガラス板（ ソ

ーダガラス ）間に酸化第２スズ被膜をスプレーし、

ポリビニール・ブチルで接着して試作した。 この

ガラス板の光透過率は同じ厚さのガラスの約 ７０

％で電流を流すと第 ６表に示すように発熱する。
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第 ６表 酸化第ｘスズの被膜をはさんだガラス

板に通電し瓦場合のガラス板の発熱

電 力 脚 温 度(０ 平衡時までの所要時間 ㈲

0.7 21.0 ３

1.7 2 2.2 ８

2.8 24.5 ９

6.3 2  9.0 １ ０

11.2 30.8 １ ０

17.5 4 4.0 １ １

24.5 54.0 １ ２

このガラス板を自然光の下で温度20 °Ｃの人工

海水槽に昃潰し、２時間間隔で２０分間の通電を

反復し疣ところ、２週間後にも生物の付着は見ら

れなかった。

々か今後は④小電力で付着防止できるような効

率的左ガラスへの改造、⑩海域に訟ける実験、Ｇ

通電時間と通電間隔、電力との関係、④付着防止

率の光学的定量化等について研究を行う予定であ

る。

(５)ＤＯを中心とした海洋汚染の自動監視警報シ

ステムの研究

海底直上の ように流速がわずかであった凱 実

験室内の成層条件下の ように、汚染物質の分解が

ＤＯの減少に反映しやすい条件下でＤＯを連続的

に計測する方法を開発するため、隔膜電極方式に

よるＤＯ計による測定とウィンクラー法に よる測

定 とを種々の水温条件下で比較し皃。

ＤＯ計にはＹＳＩ社5  4 RC 型を、クールライ

ンには ヤマト科学製ＢＬ一１１を、記録計には茅

野製ET 1200 を使用して、10 °訃よび20 °Ｃ で

測定を行い、その値を比較 し瓦ところ、ＤＯ計に

よる測定値とウィンクラー法に よる測定値は 直線

回帰を示 した。 しかしこの ２温度における回帰線

の傾斜は温度に よって異 つたので、検定線は水温

別に作成する必要かおるこ とが明らかに座ったが、

ＤＯ計に よって止水状態でのＤＯの測定か可能な

こ とがわかった。

(6)ダイビン グマニュア作成のための調査研究

潜水技術者の事故を減少し、潜水作業の安全性

を向上するため、内外の既存のダイビングマニア

ルの収集、お よび日本近海に訟ける潜水業務の内

容、潜水作業に関係ある有害生物、潜水呼吸器を

はじめとする各種海中作業用機器、器材などにつ

いて調査研究を行った。主赱成果は次のと訟りで

ある。

①　 ダイビングマニュアルの収集と翻訳

ダ イビングマニ ュアル作成の参考資料とする

ために今年度は次の図書を収集し、外国図書の

一部を翻訳した。

Ｏ潜水士テキスト（ 日本 ）

Ｏ潜水医学入門 （ 日本 ）

Ｏ Dividing Manual （ 英国 ）

Ｏ Handbook For Professional

Divers　 （ 英国 ）

Ｏ The Master ＤⅣER AND Under

Water Sportsman　 （ 英国 ）

Ｏ Research ＤⅣERS Manual

（ 米国 ）

Ｏ Underwater Science　　 （ 英国 ）

②　わが国の潜水業務調査

わが国の潜水業 務の現状を把握するため、サ

ルページ潜水、水中土木、水中構築物の点検修

理、水中映像記録の業務に係わる潜水方法につ

いてアンケート調査を行った。

③　有害生物の調査

日本近海のダイバーに対する有害生物を選び

出し、その被害 カルテ収集を行った結果、クラ

ゲ、ガヤ、 ウこ、 オコゼ、エイ、ウミヘビ、オ

ユヒトデ、 イモガイによる被害の大きいことが

判明した。

今後は国外の資料についてはフランス、イタリ

ア、西ド イツ等のDividing ＭＡＮＵＡＬを収集す

るとともに、 アメリカ、イギリス在どの収集済資

料については改訂版、新らたに出版されるものに

ついて も、継続して収集し、また潜水業務、有害

生物に関する調査は規模を広げて実施する予定で

ある。
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(7潜 水呼吸器および潜水器具に関する研究

深海潜水を行 うための潜水呼吸装置は半閉鎖回

路、 または閉鎖回路がガス消費量からも経済的で、

各国においては各種の呼吸器の開発研究が行われ、

既に数種類のものが実用化されているが、わが国

においては現在、Ｉ器種が開発されたにすぎ左い。

この研究は国内外に現存する各種潜水呼吸器を分

類し、その うちスクーパーを中心に文献調査を行

うとともに、半閉鎖式潜水呼吸器として代表的な

西ドイツ、ドレーゲル社製FGG- Ⅲ潜水呼吸器

について潜水業務に着ける個人装備品 としての機

能的、生理的安全性などの面から再検討を加え、

取扱いが簡便でかつ信頼性と安全性の面で優秀な

潜水呼吸器開発の指針を得ることを目的 とするも

のである。

本年度に訟けるかもな研究成果は次のと訟りで

ある。

①　潜水呼吸器に関する基礎調査

各種潜水呼吸器の内、スヌーパータイプの半

閉鎖式潜水呼吸器１４型式、閉鎖式潜水呼吸器

１１型式、その他５型式、合計３０型式の潜水

呼吸器を調査して、その特徴。性能および使用

方法などを要約、整理した後、スクーバ潜水呼

吸器を機能面から開放式、半閉鎖式、閉鎖式呼

吸回路のものに分類整理した。

この整理の結果、潜水呼吸器は機器本体の特

性から考えると閉鎖式潜水呼吸器が最も理想的

であると思われるが、開発には酸素分圧のコン

トロール、つまり酸素センサー及び同附属装置

の信頼性に帰因する問題点があるため、現在の

ところ、米海軍を除いてはあまり広く使用され

ていないことを明らかにした。

②　半閉鎖式潜水呼吸器（ ＦＧＧ－Ⅲ ）の呼吸抵

抗等の性能調査研究

前記のとか久 閉鎖式潜水呼吸器はまだあま!?

実用化されてからず、問題点も多々あって早急

に新開発を推進することは困難であり、 わが国に

かいても過渡的段階として。半閉鎖式潜水呼吸器

の開発実用化が行われているので、その代表的器

種である西ドイツ、ドレーゲル社製ＦＧＧ－Ⅲを

１台購入し、その性能を調査し忿。

この結果、

ａ）呼吸抵抗は排気弁の吐出圧力の影響 で１６０

ｍ～2  4 0 mmH20　 と高く、この潜水呼吸器を

ダイバーが装着 した場合、ダイバーの肺と呼吸

芒の排気弁の位置関 係が、呼吸抵抗に重要な影

響を及ぼすこと。

ｂ ）吸収剤を通る ガス流量とその吸収量 とを測定

して炭酸ガス吸収率 を求めたところ、単位吸収

剤の重量に対する炭酸ガス吸収量は通過流量が

少ない程多くなることを明らかにした。

以上の結果から、Ｆ ＧＧ－ｍの ような半閉鎖式

スクーバ潜水呼吸器の呼吸抵抗を数式化した理論

式 を導 き出し、その正当性を立証することが可能

となった。

今後は小型軽量、ガス消費量が極めて少く、低水

温に扣いても信頼性が高く、安全座芒種を早急に

開発することが必要であると考えられる。

(8潜 水作業のエネルギー代謝に関する研究

潜水作業に伴う人間のエネルギー消費を知るた

め、当然必要となる潜水作業内容を調査し、それ

を形態別、単位作業動作別に分類するとともに、

その強度とエネルギー代謝率を計測し、潜水作業

のエネルギー代謝を把握しようとし疣。

潜水作業内容分類の第１段階として、潜水作業

実務者との面談などによる調査、シートピア実験

中のアクアノート訓練訟よび海中実験中における

潜水作業の記録など各種資料について、潜水作業

の種類およびそれらの作業を構成する単位動作分

析のため基礎調査を行次い、第７表に示す知見を

得た。

以上のほか、実験研究関係の潜水作業には水中

工葭および機器の開発に伴座う操作、魚類の生態

調査左どの潜水、水中写真、水中映画撮影等の業

務に関する潜水もあることを知った。

上記の ように、潜水作業は極めて広範囲にわた

り、しかも多様であるので、個々の潜水作業につ

いてエネルギー代謝を測定することは極めて困難

である。したがってそれぞれの作業を単位動作に

分析し、さらにこれらの動作を類似動作に大別し

て、その夫々について水中作業中の呼気ガスを採
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集分析し、その結果から酸素摂取量を求めること

が必要であろう。

第７表　主要海中作業における単位動作

産業分野の種別 潜　 水　作　業　 分　類 使用潜水器 潜水深度

水 産 関 係

①魚貝海藻の採取

（2）定置網等漁具の設置、修理

③ 魚礁の調査

④ 岩礁の掃除

⑤ 魚の餌付け

素もぐり

～スター

バ潜水

～８０笊

海洋土木関係

① 港湾工事（ 海底写真撮影、調査地点の点検等の工事

前調査、危険物、捨石等の除去、海底ならし作業、

砂利敷き作業、ケーソン・テトラブロ，ク等設置の）

ための水中測量、マー キング、据えつけ、ケーソン

間のシート張り、捨石、積み上げ、張石の据えつけ

作業 ）

② 海洋土木工事（ 桟橋等への防蝕板の溶接、水中溶断、

水中ブルドーザー等工事用機器の点検修理、通信 ・

電力ケーブ ル埋設 作業及び点検修理 、工場等の取 水

囗の掃除 ）

スクーパ

ヘ ルメット

フー カー

～１０ｍ

～４ ０ｍ

サルベージ関係

沈船の所在確認及び標識ブイの設置、

沈船か らの救難、重要物品の搬出 、

沈船の再調査、

水中溶接、切断、防水、補強作業、

ワイヤーかけ換え作業。

スクーパ

ヘ ルメット
～９０ｍ

石油工業関係

リグ周囲点検、足回 りの テレビによる点検、

取 水口の点検、掃除、

錨の設置状態の点検 、

ダイビング・ペルのガイド ワイヤー交換、

海底パイプラインのテレビによる点検、

yX　　　　　のパルプの開閉等。

S DC
～100  m

} 3 0 m

造 船 所 関 係
船底調査、船底クリーニング、

ドックのレール敷き替え作業。
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３受託研 究

本年度科学技術庁か ら委託された研究開発課題

については、次のようにこれを実施した。

①深海潜水調査船に関 する調査研究

深海潜水調査船開発の必要性は海洋科学技術審

議会において指摘されているが、科学技術庁は昭

和 ４８年度から深海潜水調査船に関する調査研究

を深海調査 システムの一環としてとらえ、この調

査研究を当 センターに委託した。

この調査研究は、①深海調査に対する要求 の検

討、 ②潜水調査船、 母船軸よび陸上基地を含めた

トータル・システムとその運用、③種 々のサブシ

ステムに 関する調査研究から痙 叺 昭和４８年度

は調査研究の基盤となる資料の収集、調査を主眼

とし、さらに概念設計の試案をまとめる こととし

た。

この調査研究の実施にあた 凱 セン ターに理事

長を本部長 とするプロジェクトチームを編成し、

種々の方式について基本的赱項目の比較を行った。

さらに救難方式 の検討Ｋ資するため、潜水船の事

故事 例につい ても調査した。

一方深海調査システムを構成する潜水調査船、

母船訟 よぴ陸上基地の役割久 分担を設定する試

みとして、調査活動のシナリオを作成したが、シ

ステムの運用にあたっては組織と支援体制を確立

する必要があること、要員の確保とその訓練を早

期に手がける必要のあることが指摘された。

② 安全基準の設定

安全基準は設定の時点で最善を期するとともに、

研究開発の成果ならびに各分野からの情報に基づ

いて常に発展的に改善でき、いつの時点で も新技

術を採用して安全左運用ができるよう設定される

べきであることが指摘された。また安全に対する

考え方を整理するため、現行の基準類を調査した

ほか、人間工学的 左立場 から検討したが、基準の

設定にあたってはな訟 多くの研究が必要なことが

指摘された。

また潜水調査船について学識経験を有する専門家　　③ 位置計測システムの調査

から痙る深海潜水調査船研究開発懇談会（ のちに

委員会に改編 ）をセンター会長の諮問機関として

設置した。この懇談会には、テーマ別に４つの専

門部会を設け て討議を行痙い、調査研究 を進めた。

な訟、資料の収集 と整理、概念設計、濳水調査船

着よび母船システムの基本計画の設定については、

川崎重工業株式会社ならびに三菱重工業株式会社

の両社 に発注した。

研究成果の概要は 次のとお痩 である。

④　 深海調査システムの調査お よび比較検討

深海調査応対する要求 を学術的、技術的、社

会的 な側面から検討 し、分類整理し たが、今後重

要性、緊急 性の面からの評価 と可能性について検

討する必要が あるのでレ 本年度は潜水調査船のミ

ッシ日ンについて暫定的 な提案をするにとどめた。

深海調査システムに訟ける潜水調査船の位置を

明らかにするため、海上からの調査 システム、無

人観測システム座どの各種の調査システム応つい

ても現状を調査 し、また潜水調査船システムの運

用上決め手となる着水揚収装置について調査し、

-

水中に軸ける位置計測に最 も有望々音波の特性

を検討し、潜水船の位置計測、海底の対象物体の

探知、基準点の設置 左ど、実用例を含めて調査を

行った。 システムや使用機器はその実 例を海外の

資料に見ることができたが、運用実績はほとんど

わからず、今後の調査にまたねぱ左ら赱いことが

明らかとなった。

④ 観測調査システムの調査

観測調査システムとしては潜水調査船によるほ

か。水上の調査船に よって実施する方法が併用さ

れるべきであること、計測機器と採集機器に分け

てそれぞれ具備すべき特性を検討し、調査機器の

現状を調査した結果、大深度で運用される潜水調

査船に装備できる機器は、新た毘開発を要するも

のが多いことがわかった。

また､ 計測尹づり知よび試料の管理記録方法に

ついても検討し、 調査システムの一例を提案 し

た。今後は観測調査の要求を具体化し、定量的

に検討す ることが必要と思われる。
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⑤　概念設計

潜水調査船訟よび支援システムの構想を明確

にするため、全休システムおよびサブシステム

陀要求される機能とそれらの相互関係を検討し

てこれをブロック図に表わし、さらにこれらの

システムを実現するために研究または開発を要

する事項を抽出した。 これらの事項はそれぞれ

研究開発の方法、時期、規模などを検討し、深

海調査システムの開発方針に沿ったスケジュー

ルと体制のもとに推進され赱けれぱならない。

⑥　潜水調査船の基本計画

基本計画の基礎と左る任務と要求性能が設定

されていないので、ここでは潜水調査船の基本

要目設定に必要な諸条件を明確にし、設計上注

意しなければ左らない事項について調査し、こ

れらの資料にもとづいて条件を仮定して数種の

案を設定し、主要目標と概略配置図とを作成し

たＯ

⑦　 母船システムの基本計画

母船に要求される機能を運行ステージごとに

検討し、それらの機能を満すための装置を想定

して 母船の刪芯の案をまとめた。定量的次要求

が明確でないほか、着水揚収作業 をはじめ基本

的な事項について未確定な要素が多`いため、一

つの試案 とするにとどまっ瓦が、運用に最 も重

要な検討課題のあることも明らかとなった。

次か、本年度の研究結果、有意義 次深海調査シ

ステムを計画するにあたっては次の事項について

十分に検討する必要 のあることがわかった。

⑩　深海調査に対しては種々の要求があるが、

これらの中から調査システムの対象とするもの

を選び出すには、それぞれの重要性と緊急性を

評価しなければならない。これは科学的、技術

的見解のみで結論を出すことはできず、より高

度な次元での判断が必要である。

②　 ミ 、シ日ンに応じて有人潜水船、無人装置、

水上からの調査など、それぞれの特徴を生かし

た調査システムを開発するのは当然七あり、い

つまでにどの程度の規模のものを作 夕あげるの

かという計画の基本を明らかにし座けれぱ 座ら

ない。 これに基づいて研究開発の範囲が絞られ、

外国製品の使用などについても考慮されること

になろ うＯ

③　到達 目標深度を6,0  0 0。Zとしても、わが国

の技術水準や経済効果を考えた場合、一挙に最

終 目標をめざすべきか、あるいは中間ステップ

を設けて進むべきかは慎重に検討されなければ

左らない。

④ 深海調査システムを合理的かつ系統的に開

発するためにはどのよう痙到達方法が最 も妥当

であるかを検討 し、 これに沿った研究体制を整

備するとともに、研究の進捗によって得られた

成果をフレ キシブルに取 り入れられるよう配慮

する必要があろ う。

②放射性固体廃棄物の海洋処分のモニタリング

技術に関する試験研究

水深約6,0  0 0m の深海に処分される放射性廃棄

物固化体の健全性を確認するモニタリング技術と、

その固化体を回収する技術を開発することを目的

としている。 本年度は水深約1  0 0 mの海域で実験

を行い、 ４９年度はシステムの改造、 ５０年度は

水深約1,0  0 0m 、 ５１年度は水深約6,0  0 0m を目

標にシステムと諸設備を開発しながら、深海に適

用できる技術を確立し ようとするものである。

本年度は次の研究項目訟よび日程で試験研究を

行った。

モニタリング実験班結成式 ＝石倉理事長から訓

示を受ける実験班=  (48. 12. 10）
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研　 究　 項　 目

５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

1.モ こ タ リング システム

の検討

2.海 中機 器 のテス ト

3.海 域予 備投下 、1  0 0 m

モ ニ タリン グ試験

4.実 験 結 果 の 解 析

← 丶

り

そ一今

そ-

／

丶

／

①　 モニタリングシステムの検討

最適々モニタリングシステムの設計とシステ

ムの運用について検討し、さらに １３名○学識

者よりなる「 深海モニタリング研究会」を５回

開催し、センターが作成し穴･原案について意見

を求め。 システ ムの基本型を決定した。採用さ

れたシステムは、フレームに固化体と深海テレ

ビを組み込んで降下させ、水圧が固化体に おヽ よ

ぼす影響を覦察 し、さらに海底近くで固化体を

切り離し。自由落下させて、海底に衝突させた

時に受ける影響を、実時間で観察できるように

したものである。またテレビより解像度の高い

深海 カメ ラも併用した。このシステムで固化体

の自由落下を再現するためには。固化体の自由

落下に関する情報 も必要であるので、魚群探知

機によって自由落下の情況を記録した。

②　海中機器のテスト

深海 カメラ、深海テレビ、魚群探知機、 ピｙ

ガー、深海自動切離装置、深海テレビ・カメラ

用フレーム、自由落下切離装置の各装置につい

てテストを行い、所期の機能を確認した。

③　海域予備投下、 １００・ モニ タリング試験

昭和48 年 １２月９日より１２月２０日１ で

の期間、静岡県賀茂郡東伊豆町 奈良本字熱川地

先海 面におヽいて、海域予備投下（ 水深３０． ）

お よび １００ｍモニタリング試験を行い、

（ａ）固化体の終速度および終速度 に達する時間、

水深、

衂落下状況。

－

(ｃ)着底状況、

((1)底質による着底状況の変化、

(ｅ)分布、

(f)深海テレビ、深海カメラによる海底状況の撮

影、

(ｇ)深海テレビ、深海カメラ、自由落下回収装置

一体構造の作動状況の観察 、
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(h)自由落下固化体の回収、

(i)固化体の健全性の検査について調査を行い、

所期の成果を得た。

④　実験結果の解析

実験結果を解析した結果

(ａ)海中機器はすべて良好 に作動した。

(り固化体の終速度は、4  m/  sec 以下 、終速度

に達する時間は ２秒以内、終速度に達する距離

は3 。z以内。

(ｃ)自由落下中の固化体はほ とんど回転せず、着

底後 も底質( 中粒砂) に沈下しなかった。

(d)自由落下固化体の分散は、落下距離 ９０・ で

も2 0 77xでも約 ５．以内であった。

(ｅ)深海テレビ、深海カメラによる固化体の観察

お よび海底状況 の観察を行い、システムが良好

に作動することを確認した。 テレビ訟よび カメ

ラの記録か ら、キャッピングの不完全な固化体

からは発泡がありこの状況はテレビによりリ

アルタイムで、またビデ オお よび写真により観

察、記録できることを確認 した。

(f)自由落 下固化体の回収後ドラムかん部の傷や

ひび割れの有無を検査し、固化体が水圧や落下

の衝撃により破壊されないこ とを確認した。

(ｇ)実験期間中は海洋観測を行ったが流速は微弱

で あった。

卸 固化体の終速度 、落下状況については実験、

水中落下のシミュレーションを通じ理解を深め

ることができたが、さらに詳細な検討をする必

要があることを明らかにできた。

(3)バイラテイラル方式のマニピュレ ータの研究

わが国に訟いても近年、沿岸海域に訟ける土木

作業等を含む各種の海中作業が盛んに行われるよ

うになり、これらの海中作業は 現在のところ、主

にダイバーに よって行われているが、例えば爆破

作業や電気溶接、切断等の危険作業や、特に悪い

環境での作業は機械によって行われることが望ま

しい。また、今後の海中作業は より大深度に進み、

より大型の重量物等の取り扱い が要求されると考

え られるので、ダイバーによる直接作業を支援し、

ダイ・ －゙と共同で海中作業にあたることのできる

-

作業 システムの開発が必要である。ダイバーが行

うよう次作業を機械の手、すなわち、 マニピュレ

ータに よって行わせるためには、そのマニピュレ

ータに働く外力を操縦者に感じさせることが大切

で ある。つま 叺 そのよう座方式によれば操縦者

は船上 にいながら、あたかも自分の手が海中深く

にあって作業をしている感覚を持つこと力で きる

ことになる。この研究は ４８年度を初年度とし、

特別研究促進調整費に よる「パイラテラル・マニ

ピュレータ方式 を用いた海中作業 システムの開発

に関する総合研究」の一部として着手された。 ま

ず粘性、浮力参よび圧力が大きい海中環境でのマ

ニ ピュレータに働く外力をどの程度操縦者に感じ

させるかという、最適のパイラテラル比を求める

などの試験研究を系統的に行うための試験装置の

試作に着手した。その第一段階として、ダイバー

が行ってい る作業内容を洗い出すとともに、取り

扱い重量等についても検討し、その製作仕様を決

定 した。す痙わち、 ある程度精巧な作業を行わせ

るためのマニピュレータとしては、バイラテラル

の自由度は６（そ のほかに工具をつかむための指

部の開閉が ある）、腕長は約 １２０ごｱ77とし、取り扱

い重量はダイバーが取り扱える重量の数倍として

3 0 kgとし、これを動かす操縦装置は操縦者の腕

にはめる方式のものとし、力の感覚をできるだけ

緊密に操縦者に伝え得るようにした。この仕様に

よって製作設計に入った段階で、関節部の構造や、

操縦装置の安全対策等なか充分検討を要する技術

的問題が明らかとなったので、現在、期間を延長

して試験装置の製作中である。

(4海 中作業基地による海中実験研究( シートピ

ア計画60m 海中居住実験)

海中作業基地に よる海中実験 研究、いわゆるシ

ートピア計画は、 ４人のアクアノートが水深100

mの)海中において１ヵ月間居住して作業し、あわ

せてアクアノートの生理、心理機能と作業能力に

およぼす影響、ならびに減圧法とその安全性につ

いて研究を行い、飽和潜水技術と関連機器の開発

に寄与することを目的としてい る。

このうち、昭和４８年度の海中実験は、前年度

に行った３０ｍ海中実験の成果をふまえて、海中
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実験の目標深度を ６０・ に設定し、支援ブイをは

じめ実験施設の大幅左改修を行った上 で、100

777実験を行うために必要 冶:潜水医学、潜水作業の

諸資料を得ることを目標に昭和４８年４月１日か

ら昭和４８年 １０月 ３１日に亘って実施した。そ

の概要は 次のと訃りである。

① 実験海域調査

６ ０・ 海中実験実施予定地にハビタットの設

置点 を決定するため各種計測機器お よび装置を

使用して、海底の状況を詳細に調査した。 予備

調査は 昭和４７年 ８月に ３０・ 海中実験の終了

後 、直ちに実施し、その結果、静岡県賀茂郡西

伊豆町田子港外を侯補海域に内定した。 さらに

昭和48 年 ３月 １０日から ３月２８日までの間

この海面の本調査を行い、得られた資料を分析、

検討した結果、田子港外の海域は、この実験を

予定 した９月は海面作業の可能な日が ９０％に

達すること、水中視程が良好であること、 底層

流 も微弱であるこ と、海上航行の船舶も少々い

ことから、海中実験 には最適であるとの結論を

得た。

（2） 実験装置の改造

3 0 77Z実験の成果から支援ブイ、ＤＤＣ、Ｐ

ＴＣ 訟よびハビタ 、卜について安全性と作業性

の両面より必要座改造 を加え、実験に備えた。

その結果、ハビタットの水中安定性、ＤＤＣの

安全性・作業性、ＰＴＣのガスシステムの能力

はともに向上し、これに よってＰＴＣはシミュ

レーシ日ン実験中の医師のＤＤＣへの入室、ア

ク アノート訓練中のＰＴＣよりの潜水訓練など

が実施可能となり、この実験の成果に多大の貢

献をするこ とができた。

また、支援ブイは船 体延長を含む工事に よっ

て、耐波性、ＰＴＣ昇降作業の作業性、安全性、

さらに居住性が向上し、長期間にわたる実験中、

隊員 の心身両面の休養に寄与するところが大き

く、今回の実験を成功させた大き々原動力陀左

ったと考えられる。　しかし、今回の実験に よっ

てこの実験を継続 するためには、ＰＴＣ昇降装

置の機械化、 ハビタットへの自活能力の付与等



の改善の必要が明 らかと左った。

③　アクアノートの訓練

アクアノートの訓練は昭和48 年 ４月１６日

か ら９月１７日まで、中間にシミュレータ日ｙ

実験 をはさんで、伊豆海洋公園に訟ける基礎訓

練、城ヶ島に訟ける慣熟訓練、横須 賀水ケ浦岸

壁に係留された支援ブイ上お よび海上自衛隊横

須賀地区病院潜水医学実験部に訟ける応用訓練、

城ケ島軸 よび田子港外陀訟ける合同訓練として

そ れぞれ実施した。

この訓辣 によってアクアノートはヘ リウム混

合ガスによる飽和潜水技術を習得し、6 0 77Z海

中実験を成功することができ忿。

ま た、長期にわたったシ ミュレ ーシ∃ｙ実験

とＰＴＣの操作を繰返 した合同訓辣は、アクア

ノートのみならず一般隊員の訓練に もな 久 海

中実験 の成功の大き左力と々つ島　 しかし、八

ビ タットに関する訓練は地上における操法訓練

に止ま 久 今後検討 と、改善を要することが指

摘された。

④　 シミュレーシミｌｙ実験

アクアノート侯補者にハビタットを模して高

圧特殊環境ガスで満した狭い空間内で、長時間

の居住を体験させるとともに、(a)D  DC 内の環

境条件、設備、計器など に関する研究、(b)生体

機能、作業遂行能力などデータの収集、(ｃ)ライ

フサポートシステムに関する研究、(d)使用機器

の運用訟 よび人間工学的 研究痙どの諸研究を実

施する目的で、横須賀市水ケ浦岸壁に係留した

支援ブイ上のＤＤＣを使用して、 ７月１３日か

ら７月２８日に第１回、７月 ３０日から８月１４

日に第２回の実験を実施した。

こ の２回にわたるシミュレーシ 。ン実験に よ

ってアクアノートは高圧 ヘリウム混合ガス環境

に長期間居住するという体験をえた。 一方、生

理、心理学的研究におヽいては呼吸循環機能、中

枢神経系機能、代謝、 水分バランス、体温調節、

心理行動、作業能力、疲労 左どについて多くの

データを得ることができた。

赱か、装置機器については若干改善を甍する

点が指摘さ れたが、ほぼ満足 すべきものであっ

ＰＴＣ（手前）も昇降作業の作業性、安全性と居住性を向上させるために改造を加えた
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た。またｌ 力月忙わたる実験に よ凱 故障は次

第に少くな 久 運転状態が安定するとともに、

操作員 も操作に慣熟し、操作に自信をもてるよ

うに痙った。

⑤ 海中実験

海中作業基地システムを水深6  0  mの海域に

展開 し、(ａ)混合ガス高圧環境下における人間の

牛丿珊、行動に関する研究、(b)海中作業 と使用機

器の運用 参よび人間工学院関する研究、(ｃ)支援

システムに関する研究痙どの諸 研究を実施する

目的で、 ９月１０日関連諸装置を実験海域の田

子港に回航して実験を開始 した。 しかし9 月18

日、ハビタットを沈設する作業中にアンビリカ

ルケーブルを切断するという不測の事態に遭遇

したが、隊員の適切な処置と昼夜を分たぬ努力

によ凱　９月２２日にハビタ 、卜の再沈設作業

に成功した。そ してアクアノートの海中居住は

９月２４日より ２６日にわたり延約 ５０時間実

施し、９月２７日よりＤＤＣにおいて減圧に入

凱　９月３０日に無事減圧を終えて、アクアノ

ート ４名は大気圧下に帰還した。 この間に前述

実　験　 隊　 員

の３項目にわたる諸研究を行い、 下記の成果を

得恋。

(ａ)海中居住時の環境コントロールとライフサ

ポートは、湿度のコントロールに再検討を

要することが認 められた以外は計画通り実

施できた。

(b)潜水呼吸ガスの貯蔵量( ハビタットの同ガ

ス保有量は3  6 0 Not3 )は、使用する潜水

呼吸器の選択とともに再検討を要する。な

おヽガスの貯蔵および供給方法について も研

究する必要があることが認められた。

(ｃ)ハビ タットは、バラストタンクの改造によ

って水中に軸ける安定性の向上をみたが、

今後実験を続け るため仗は潜水呼吸ガス量

の増加、自活能力の向上、主要機器のデュ

アル化等、大幅な改造の必要 なことが判明

した。

(d)飽和潜水の減圧表はシミュレー シ。ン実験

で用いた ものを準用し、一応の成果を収め

ることが できた力廴 短時間潜水の減圧表 を

含めて、さらに研究する必要がある。

(ｅ)ＰＴＣの昇降は、支援ブイの改造によって



大幅に改善されたが、な軸安全性向上のだ

めの動揺防止装置、作業能率の向上と省力

化のため昇降移動の機械化が必要であるこ

とがわかった。

(f)今回の実験では延 ５１０分の海中作業を実

施することができ、今後の実験に参考とな

る多くの資料が得られた。

(ｇ)ハピタ 、卜の沈設と揚収については、カウ

ッターウエイト方式の作動を計測するなど

の実験 を行い、同方式の効果を認めた。し

かし現システムでは安全性の十分でない面

が認められたので、今後の実験には装置を

改造するとともに、実験の実施にあたって

は実験海域と海上模様に制限を加え、さ ら

に実験隊員の訓練にじい ても検討の必要の

あることが指摘された。

(h)多数の人員と各種の機材を必要とする現支

援体制には、実用上多くの問題があ凱 装

置、機材の改良とシステムの再検討によっ

て所要人員の削減を図る必要がある。

(i)通信謡 よび情報処理についてはほぼ 目的を

達成 し、簡易型ヘリウム音声復元装置の研

究などの成果 もあげ ることができた。 しか

し、水中無線電話、テレメールはなお改良

を要する。また基地外監視用テレビを設置

する必要のあることが判明した。

また、アンビリカルケーブルの切断 という事

態に対する事前の予測と、その処置に対する検

討は十分と云えなかったが、事後再開に対する

処置は訟おむね適切であったと云える。

また、計測デ ータおヽよび試料の管理記録方法に

ついても検討し、調査システムの一例を提案 した。

今後は観測調査の要求を具体化し、定量的に検討

することが必要と思われる。
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(5)潜水シミュレ ータの建造研 究

(6)潜 水シミュレータ中央管制装置の製作研究

(7)ヘリウム回収精製装置の制作研究

この建造または製作研究は、地上において深度

５００・ までの海中環境を模擬 するこ とができる

とともに、(ａ)水深 １００。ｚまでの空気非飽和潜水

訓練、(b)水深2  0 0 toまでの混合ガス非飽和潜水

訓練、(ｃ)水深5  0 0 m までの海底居住( 飽和潜水)

の訓練、(d)潜水医学ならびに高圧密閉環境下に訟

け る心理学的研究｡(ｅ)水中作業機器の性能試験、

(f)水中人間工学の研究 などの研究と訓融 を行 うこ

とができる装置を製作または建造しようとするも

ので、潜水シミュレータの建造研究は昭和 ４６年

３月から昭和 ４８年 ７月まで、同中央管制装置の

製作研究は昭和 ４７年 ３月から昭和４８年 ７月ま

で、ヘ リウム回収精製装置の製作研究は昭和 ４７

年 １２月から昭和４８年 ７月まで実施した。

潜 水 シ ミ ュ レ ー タ 装 置

-4  7-

①　潜水シミュレータの建造研究

この研究は昭和45 年、46 年度、科学技術

庁海洋開発技術研究費による厂潜水シミュレー

タ建造研究 」に基づいて潜水シミュレータの設

計 研究、製造研究および総合試験研究として実

施された もので、水深5  0 0 m の海中環境で４

人の潜水技術者が長期間居住し、安全左状態で

生活するために必要な潜水シミュレータを完成

する･ものである。 チェンバー本体お よびこれに

装備する設備、機器類は、ヘリウムを主体とし

ﾌ匕゙気体で加圧され、密閉された高圧環境下で長

時間使用する。このため、建造研究過程でチェ

ンバー本体開口部の窓、電線、゛イプ等の貫通

金物 からの浸透性の大きいヘリウムガスの漏洩

防止にそなえ、ガスケ 、卜・≒ キングの選定、

扉用 パッキングの形式の選定およびそれらの楔

形実験研究 痙どの所要の研究開発を行い、成果

を得た。 冶:お この概要については昭和４７年度

事業年度年報に記載した。



② 潜水シ ミュレータ中央管制装置の製作研究

この製作研究は水深5  0 0 m までの海中環境

を模擬 し、非飽和または飽和状態における潜水

のさいのチェｙバー内の環境ガスの制御、チェ

ンバー内外の通信連絡、被験者の監視などを集

中して行うための装置を製作するものである。

環境制御装置、通信装置、監視装置、ガス供給

装置訟よび潜水作業設備などの装備、機器類は、

高圧人工空気中、または密閉された特殊 次環境

で使用するために研究製作過程におヽいて各種の

研究開発を行い、次の通りの成果を得た。

潜水シミ、レータの各チェンバー内ガスは、

空気または各種使用圧力に応 じﾌ匕゙成分の混合 ガ

スが用い られる。従って、これらのガスの圧力、

成分訟よび温度、湿度を十分に コントロールす

ることができる装置が必要である。

ま亢これらのコントロールはで きる限 り一箇

所にまとめて監視することができ赱けれぱなら

座い。従って、 この装置は以上の点を十分考慮

して、コントロールはすべてチェンバー近くの

中央管制室で行えるようにした。なお循環コン

トロール装置の主要目を第８表に示す。

次に混合ガスの組成の調整範囲は次のとおり

である。

Ｐ０２　　０,２～ Ｉ, ０ Kg/cm

pn2　　 ０．８～ １ ０ Kg/  cm

PHe　　 Ｏ～ ５ ０ Kg/  cm

PC02　 ０.002 ～ ０．０ ２ Kg/  cnI

以上の主要目（ 要求性能 ）に基づいて、製作

された各装置の概要は次のと軸りである。

㈲　 ガス供給装置

各チ ェンバーへの混合 ガスの供給は高圧容

器に貯えられた ガスを圧力設定器、到達圧力

設定器に より予め加圧速度と到達圧力を設定

し、圧力調節器に よるコントロール弁の作動

に より自動的 に修正を行いながらプログラム

に従って供給する。

空気についてはオイルレス圧縮機により気

蓄器に貯蔵し、手動操作によ久 各チェンパ

ーに供給する。

｛｝2ガスは チェンバー内の02 ガスをガスクロ

マト グラフお よび ジルコニア02 分析計にて分

析し､02 分圧調節計によリ設定する分圧との

差を比較しながら、 コントロール弁 を作動さ

第８表　 循環コントロール装置主要目

匹 七 空　　　　　　 気 混　 合　 ガ　 ス

使 用 圧 力

加 圧 速 度

Ｏ～ ２０Ｋｇ／｡７１Ｇ

０．５～1  5 OKg/cd/h

（ 手 動 ）

Ｏ～5  0Kg バフtAG

0.5 ～2.5 Kg/ctfi/h

（ 自 動 ）

減 圧 速 度

０．０５～1  OKg/  cA/  h

（ 自 動 ）

0.5 ～15  OKg.八ih/h

（ 手 動 ）

0.0 5～0.5Kg/  cAX  h

（ 自 動 ）

３０～X  5 OKg/ah/  h

（ 手 動 ）

温　　　度
２０～ ３５℃

（ 自 動 ）

湿　　　度
40 ～10  0%

（ 自 動 ）

―  4  8 ―
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( 冷水１ た吐温水)

第7 図　環境 コントロール装置概略系統図

せ て 分圧制御を行 う。

その他 の ガス供給 系 として減圧 時に用い る

マス クに よる02 呼 吸用（乙02 呼 吸 系、 チェン ’゙

一 内 の緊急 ガス異変 時におけ る マス クに よる

応急 呼 吸用 として、He ―02 応 急 呼吸系 を設

け、 ウェ ット・チェ ン･ 一゙ 忙は潜 水訓練用 と

して各種 潜水器具 に送気 可能 左 ガスを供給 し

うる潜水 訓練 系 ガス供給 ラインを 設け た。

（b） ガス組成 分析装置

チェンバ ー内環境 ガスの組 成（ 分圧 ）圧力

を検 出 訟 よび制御 するために、 ジルコニア酸

素 分析計（ ２台 ）、 ガスク ロマトグ ラフ（ ２

台 ）、赤 外線（Ｘ）2釧 斤計（ １台 ）を設け､ ０２、

Ｃ０２ の 組成は この内 同時に2 組 の計器 を作

動さ せて 安全 を計った。

（ｃ） 環 境制 御装置

この 装置は チ ェンバ ー内の 雰囲気 をコン ト

ロー ルす るための もので第 ７図 の ような循環

系が 設け られ て,  C02 呼 吸 筒、除湿 筒、

― 4  9 ―

ＣＯ 吸収筒、ガス循環ポンプ、温調用熱交換

器並びに脱臭筒 よりなる。

Ｃ０２吸収筒は チェンバー内にて被験者より

排出するＣ０２を吸収するための もので、 パ

ラライムを用いてい る。 PC02 の制御はチェ

ン･ ‐゙ 内のガスをガスクロマトグラフ並びに

赤外線Ｃ０２分析計で測定して、演算器によ

りPC02 に演算し、Ｃ０２吸収筒を通過するガ

ス量をON-OFF 制御してPC02 を所定の値

に制御する。

除湿筒はチェンバー内に発生する水分を除

去するもので、シリカゲルを用いて、再生も

可能なものとした。 一方、湿度の制御は塩化

リチューム露点計で測定し、設定値との偏差

に よって除湿筒を通過するガスをON-OFF

制御でコントロールする方式である。

ＣＯ 吸収筒は万一 チェンバー内にＣＯの発

生があった場合、手動切換にてガスをこの筒

に流し、ＣＯ除去を行う。 な訟ＣＯ吸収剤と



して筒内にはポプカライトを充填してある。

ガス循環に用いる循環ポンプは ２個のマユ

形断面のローターから々るルーツ型高圧プロ

アーを採用し、循環量は可変可能痙ものであ

る。

温調用熱交換器はチェンバー内の冷房、温

房を行 りもので、温度制御装置によりコント

ロール弁 を作動させ、流入する冷水または温

水の循環量を調節して、ガスの温度調節を行

う。

脱臭筒はチェンバー内で発生する臭気訃よ

びＣ０２ 吸収筒より飛散するバラライムの徴

枌々どを除去 するためのもので、活性炭を用

いて吸着されるようにした。

（d） 通信および監視装置

各チェンバー内の被験者と外部の管制員と

の通信連絡を確保するために内外通信装置、

水中電話装置、通話モニ ター装置。テープレ

コーダー、軸よび通信中央管市鄒三置を設け た。

また、監視装置として、各チェンバーの覗

き窓を通して内部を監視するためのテレビカ

メラとウェットチェン・ 一゙水中部の監視用と

して水中テレビカメラを設けた。

③　ヘリウム回収精製装置の製作研究

本装置の製作研究は昭和46 年、 ４７年度Ｋ

製作した潜水シミュレータの実験運転Ｋ際し、

排出する不純ヘ リウムガスを回収精製して再使

用することが出来るようＫするもので、潜水シ

ミュレータの運転コストの低減を図 久 運転効

率を向上させ るものである。設計製造過程にお

い て実用化のために研究開発を行い、成果を得

崑もので、すなわち、この装置は潜水シミュレ

ータのヘ リウム混合ガスを用いて行われた実験

研究で汚染されたヘ リウムガスを回収用ガスタ

ンタ訟 よぴ回収用 ガスバックに導びき、これを

圧縮機で1 5 0 Kg／1;､71 K圧縮し、ドレ ンセパレ

ー ター、ＣＯ反応器、精製器で精製する。なお

水分、炭酸 ガスの除去は乾燥器と液体窒素の寒

冷回収のために設け 疣熱交換器で行り。

在か、本装置の主要を第９表Ｋ、系統概要を

第８図に示焉

本装置は回収装置、加圧装置、精製装置と計

装制御装置から左ってい る。

第９表 Ｈｅ回収精製装置主要目

九 大_ 不 純 ヘリウムガス 精 製 ヘリウムガス

回　収　量 最大２００Ｎお/ﾌh 最大1  0 0 NmJ/h

圧　　　力

回収用 ガスタンク

10 Kg/i 祐以下

回収用ガスバ 。ク

大気圧 十100mm 水柱

1 5 0 Kg/cm G

組

成

ヘリウム

窒　　 素

酸　　 素

炭酸ガス

水　　 分

60 ％ 以 下

40 ％ 以 下

０．４～ ２０％

０００４～ ０．２％

４０～lOO^Rr

9 8.5% 以 上

1.5％ 以 下

0.4% 以 下

DP  ―60 ℃ 以 下

- ５ ０－



第 ８図　ヘ リウム回収精制装置概略系統図

（ａ） 回収装置

潜水シミュレータで実験完了後減圧時に排

出される不純 ガスを７旦貯蔵する装置として、

回収用 ガスタンク(  10Kg/cmX  3ON ㎡ ）を

1基と圧縮機の吸入圧力を一定に保持し、回

収量によってヘリウム圧縮機を自動的に起動、

停止させることが可能な回収用ガスパック（

６０Ｎｍ3）を１基設けている。

（b） 加圧装置

本装置は回収ガスバックに貯蔵した不純ヘ

リウムガスを高圧に圧縮して乾燥器以下の系

統へ送るヘ リウム圧縮機(  1  5 OKg/cm　 ｘ

100N 坿ｓ／ｈ無潤滑式 ）１台と不純ガス中の

ＣＯをアルミナぺレットを用いて除去するた

めのＣＯ反応器1 式 より成立っている。

（ｃ） 精製装置

精製装置を大別すると水分を除去するため

の乾燥器（ フルミナゲル吸着式 ）、 ハンプソ

ン式熱交換器、Ｎ２、０２ガスを除去する精製

器（ 液体窒素冷却分離式 パーライト断熱型 ）、

液体窒素貯蔵 タンクおよび真空 ポンプ より構

成さ れている。

５ １

((l) 計装制御装置

計装制御装置はヘリウム純度監視装置かよ

び計装制御機器より構成され、磁気式酸素分

析計、ガスクロマトグラフ左どのガス組成分

析装置がある。

今回の建造及び製作研究において、チェンバー

本体釦よび同付属装置は高圧ヘリウム環境であり、

この特殊環境下で実験潜水技術者が長時間生活す

るとい うことから種々困難な問題が生じ、 まヽた安

全性を確保するにも潜在的 な問題点を把握するこ

とが困難であった。 しかし研究参加者は全員がこ

れらの問題点の解明に努め、潜水シミュレータの

本体、中央管制装置およびヘリウム回収精製装置

の製作技術を確立し、これらの建造を一一応完了す

ることが出来たことは今後増々要請が高まると予

想される潜水技術者の訓練施設として、また潜水

作業、機器および医学の研究開発に寄与するとこ

ろが大きいと考えられる。

しかし、現在の装置ではまだ安全上、実験研究

実施上 不備芯:点もあると考えられるので、これら

は漸次整備改善する必要がある。
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第４章　研修業務

１。募集および選考

２．研修訓練

３．研修実施の概要



１募集 および選 考

空気 潜水技術者を対象として、ヘリウム酸素混

合ガス潜水に必要とする専門的事項を理解させ、

深海において水中作業が安全に実施できる技術を

習得させるため、第１回混合ガス潜水技術コース

を昭和 ４９年 ３月２５日から６月２２日に亘って

実施 した。

研修者の募集に先立って潜水技術の研修につい

てアンケート調査を政府関係機関 ３ヵ所、諸団体

２１ヵ所、大学 ５ヵ所計 ２９ヵ所を対象に面接に

よって実施し瓦。

また募集案内書は政府関係機関、諸団体、海洋

開発関連企業関係計 ３９８ヵ所に送付するととも

に海洋関 係雑誌、科学技術庁記者クラブ、横須賀

市記者クラブ等に も通知して周知方について協力

を求めた。

研修員の身体検査は、４９年 ３月１３日湘南病

院で身長、体重、胸囲、視力、血圧、聴力、胸部

研 修 者 入 所 式

レントゲン、心電図、血液、検尿について行い、

また、酸素耐性検査は４９年 ３月１４日当センタ

ーの潜水シミュレータを1.８ Kg/cm に加圧し、

酸素を３０分間吸入させて行った。

そして４９年３月１６日選考を行い、身体検査

おヽよび酸素耐性検査結果に基づいて研修員を選考

した。その結果、応募者２０名のうち１４名力哈

格した。合格して研修を受けた者は次のとむりで

ある。

土廣　守　宇和島海事興業㈱、矢野　尚　 日本サ

ルグェージ㈱、谷山　武己　日本サルグェージ㈱、

滝音　登　日本サルヴェージ㈱、井川　義明　若

松港湾工業㈱、田中　健嗣　㈲ オーシャン　ダイ

バー、齊藤　隆夫 ㈱ マリン企画、伊藤　勝　 日

本海洋産業㈱、鯉淵　広造 ㈱海底ダイビング、

伊藤　正昭　 アジア海洋作業㈱、安村　尚人　 深

田サルペーヅ㈱、福島　敏之　㈱中村鉄工所、

山田　棯　海洋科学技術センタ、設楽　文朗　海

洋科学技術センター
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２研 修訓 練

研修科目とそ の内容は次のと訟りである。

（ａ） 一般教科

（ｲ） 潜水学概論　　　　 ４時間

囘　 潜水管理論　　　　 ４時 間

○　 海洋開発概論　　　 １４時間

０　 深海潜水システム　　 ７時間

衂　専門教科

（イ） 潜水物理 学　　　　　 ７時間

（口） 潜水医学　　　　　 １７時間

潜水生理　 ７時間；減圧概論　 ４時間；救急

再圧　 ６時間

○　 潜水技術論　　　　 ３１時間

潜水作業概論　 ７時間；混合ガス潜水法　 ７

時間；減圧法　 ７時間；ガス混合法　 ７時間；

ガス分析法　3 時間

０　 潜水機器学　　　　 ４３時間

基礎潜 水工学　 １４時間；自給気潜水器　 ８

時間；他給気潜水器　 ４時間；潜水装置　 ７

時間；機器整備　 １０時間

哨　水中作業器材論　　　 ７時間

０　 潜水法（ 実習 ）　 ３４２時間

第1 課程　 １３１時間；第２課程　１５５時間;

第 ３課程　 ５６時間

以上の研修時数は総時数 ４７６時間で、うち講議

は134 時間、実習は ３４２時間であった。

またこの間に使用した研修教材と施設は オープ

ンタンク、潜水訓練プール、潜水シミュレータ、

実習船（ＳＤＣ）、半閉式 自給気潜水器（ 混合ガス

用 ）およびＯＨ型ヘルメ 。卜潜水器（ 混合ガス用）

である。

赱か、講師として外部から次の各氏にか願い し

た。

猪野　峻　 海中公園センター （ 海洋開発概論 ）

岡村健二　 三菱開発㈱　　　　 （ 海洋開発概論 ）

志岐武司　 大成建設㈱　　　　 （ 海洋開発概論 ）

小熊宏三　 労働省　　　　　　 （ 潜水管理論 ）

逸見隆 吉　 日本海洋産業㈱　 （ 潜水作業概論 ）

笠原幹夫　 川崎重工業㈱　　 （ 基礎潜水工学 ）

杉沢康夫　 芙蓉海洋開発㈱　 （ 潜水学概論 ）

伊藤敦之　 東京医科歯科大学 （ 萱告髯鞏 ）

平谷　実　 日本サルグェージ㈱ （ 潜水作業概論 ）

国分翌侯　三井 海洋開発㈱　 （ 自給気潜水器 ）

斉藤　 実　 日本酸素㈱　　　　 （ ガス分析 ）

青柳重雄　 横浜潜水衣具㈱　 （ 他給気潜水器 ）

匈

㈲

３研 修 実施 の概 要

研修期間中、各種の教科は次の期間実施した。

講議 （ 昭和49 年3月25日～4 月15 日）

潜水訓練プールによる実習(  4^16 日～

２４日 ）
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半閉式自給気潜水器を主体に器材の取扱い、　　 いて横須賀港内で実習を実施した。

着装法、呼吸法、潜降、上昇法の基本について　（f）海洋実習（５月２７日～６月８日）

実習した。

（ｅ） オープン タンクによる実習 （4 月２５日～

５月２日 ）

東京湾内においてヘ リウム、酸素潜水器を使

用した深度6 0 77Zのヘリウム・酸素ガスによる

潜水とＡ Ｄ Ｓｌｙを使用しての同深度の潜水を実

ヘリウム・酸素用ヘルメット潜水器を使用し　　 習した。

て、器材の取扱ぺ 着装法、浮力調整法、水中　（ｇ） 潜水シミュレータによる実習 （ ６月１０日

動作の基本等について実習を行った。

（（1） 潜水シミ、レータに よる実習 （ ５月８日 ～

１８日 ）

ヘ リウム酸素用潜水器を使用して ３０、６０

７７ｚの深度での空気潜水、同潜水器を使用しての

４０、７０．の深度でのヘルウム、酸素混合ガス

による潜 水を実習した。

（ｅ） ＳＤＣに よる潜水 （5 月１７日～5 月２４日）

ＳＤＣの取扱い、操法、潜水法、支援法Ｋつ

～ １５日 ）

ヘリウム酸素用ヘルメット潜水器を使用し、

深度 ８０ｍのヘリウム酸素混合ガス潜水を実習。

（h） オープンタンク等による実習 （ ６月１７日

～ ２１日 ）

オープンタンクＫおヽいて水中溶接作業と潜水

プールにおいての各種潜水器の体験潜水を実施

した。

-.・
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第５章　情報管理業務

１。概　　況

２．技術文献情報の収集・整備

３．情報サービス

４．受託調査業務



１概　 況

セン ターの情報活動は、（l）海洋開発に必要な

多分野の技術文献情報と網羅的に収集するととも

に、（2） 自ら行う研究開発項目についてはデー タ

を も収集 することに よって、広く関係各界に対す

る情報センターとしての機能を備えることを目標

としている。この うちデータの収集は研究開発活

動の進展に伴う蓄積が基盤となる ものである。

文献情報の管理業務には、情報の収集 、情報サ

ービスのほか、受託に よる業務がある。本年度に

かいては引き続いて所蔵資料の充実を図るととも

に、加工情報の作成を開始した。また前年度と同

じく科学技術庁振興局の委託を受けて海洋開発技

術のレ ビュー調査を行った。

２技 術 文献情 報 の収 集・整 備

夏島地区への移転により暫定措置左がら小規模

の図書室活動が可能と痙ったので、本年度は雑誌、

学協会誌 など逐次刊行物 の収集を胤亟として実施

した。

本年度の新規購入図書資料は、単行書 ３５６幵

（ 和書１ ８５、洋書17  1) 、雑誌 ７５種（ 和文

２０、欧文５５）、学協会誌２３種、寄贈交換誌

８種である。これにより所蔵図書数の累計は単行

書 ８１２幵、逐次刊行物 １１４種と友った。 その

他の入手資料として外国技術レポート、複写文献 、

調査報告書、 カタログ訟よび米国海中医学 協会文

献抄録 カードがある。また１１月江派遣された欧

州海洋開発技術調査団を通じて７８点の最新資料

を入手 した。電算機に よる文献 抄録選択配布しシ

ステム（ ＳＤＩ ）の利用については、デー タベー

ス（ ２種類 ）は前年度と同様であるが、 キーワー

ドを共通化することによりそれぞれのデータペー

スの利用効率を高めることとした。

文献情報の管理・検索に必要な分類方式につい

ては、日本機械工業連合会の海洋機器開発委員会

によって新たに分類表が発表されたが、国内的に

も国際的に も模索の段階にあるので、 従来どかり

国際十進分類法を簡略に利用した。
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３情報サービス

情報センター活動の基本は情報の積極的な流通

と効果的な利用を図る積極的な姿勢にあるので、

その具体化と人材養成のために社内を対象とした

初歩的な情報サービスを開始した。

サービスの種類は、社内に対しては内外逐次刊

行物の目次案内、ＳＤＩ抄録の配布、新聞記事索

引の作成配布を行うとともに、社外へは広報紙を

通じて海外情報を提供した。

逐次刊行物の目次案内は、国内訟よび海外の雑

誌、学協会誌の到着次第に即時実施するもので、

目次のコピーを各研究部に配布した。ＳＤＩ抄録

の配布は、電算機でプリントアウトして送付され

る論文別抄録シートを、研究部門に月２回配布し

た。また新聞記事の索引サービスは、６種類の日

刊紙毘ついて海洋開発関連記事の主題別索引を作

成し役員、管理部門および研究部門に隔週配布し

た。

社外に対する海外情報の提供は、広報紙”なつ

しま”ぶ４から開始し、no６および通巻或８の各

号ｌページの紙面をこれに充てた。

情報サービスとしては以上のほかに文献あるい

は海洋開発関係機関の所在痙どに関する相談業務

があったが、これらには随時対処した。

４受 託調 査業 務

科学技術庁振興局の技術レビュー活動の四裂と

して。海洋科学技術分野のレビュー調査（ 第２年

度 ）を受託実施した。レ ビューの趣旨については

前年度年報に記述 したので省略する。

初年度に行った海洋開発関連技術の網羅的な解

説をふまえて、本年度は海洋開発の主要左場であ

る沿岸海域に着目し、沿岸海洋計測技術、海洋構

造物関連技術お よぴ海洋油濁防除技術を各論の主

要目次とするとと もに、総論 では開発管理問題を

とかあげ、全体として沿岸海洋の開発技術と管理

について最新の動向をとりまとめた。　レビュー誌

は政府 刊行物 として ５０年 １月に市販される。（

昭和 ４９年版　 海洋開発の現状と展望 ）

1”ピューの原稿の作成には編集委員訟 よび執筆

者として１３名の専門 家の協力を抬疣。 な軸、編

集委員お よび内容目次は下記のとおりである。

編 集 委 員（ ５０音順 ）

石田　実：石川島播磨重工業株式会社鉄構事業部

技師長

石原綱夫：三菱重工業株式会社技術本部技師長

岩堀邦雄：海上保安庁警備救難部救難課補佐官

岡村健二 ：三菱開発株式会社常務取締役

繁野鎮雄：東洋海洋開発株式会社技術部長

瀬尾正雄：株式 会社O-P  -E- 代表取締役社長

高野健三：理化学研究所海洋計測工学研究室長

〔 幹　 事 〕

小谷良隆：海洋科学技術 センター情報管理室長

内容目次および執筆者（ ｏ印は編集委員 ）

Ｉ　 綛　論

1.　沿岸海洋開発　　　　 岡村健二 〇

（三菱開発㈱常務取締役 ）

2.　沿岸地帯の開発管理

小谷良隆（海洋科学技術センター情報管

理宰長 ）

ｎ　 各　論

1.　沿岸海洋計測技術

1. 海洋物理計測

高野健三〇（理化学研究所海洋計測工学研

究室長 ）

2. 浅海海底計測技術

瀬川爾朗（東京大学海洋研究所助手 ）

2. 海洋構造物関連技術

1. 展 望

石田　実ｏ（石川島播磨重工業㈱鉄構事業

部技師長 ）

2. 海洋構造物

山　 シーバース

福島国夫（大成建設㈱土木設計部課長）

（2J　沈埋トンネル

志知光佑（石川島播磨重工業㈱鉄構事

業部プロジェクト室主任研究員）

（3） 海洋工事用作業台船

石田　実

（4） 石油掘削装置

石原綱夫ｏ（三菱重工業㈱ 技術本部技師

長 ）
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石田　実

（5） 石油生産用プラットフ ォー ム

兵頭経義（石油資源開発㈱生産部次長）

石井紘二（石川島播磨重工業㈱海洋部）

（6） 貯油装置

安藤敏彦（同　上 ）

（7） 大型構造物

石原綱夫

（8） 濳 水 船

寺田　明（三菱重工業㈱技術本部顧問）

（9） ブ　　 イ

寺田　 明

圖　 海中基地

寺田　明

旧） 海中展望塔

繁野鎮雄Ｏ（東洋海洋開発㈱技術部長 ）

3.　海洋工事用機器

田　 海底作業機器

繁野鎮雄

（2J　海底パイプライン及びパイプレイパージ

清塚　昇（ 日本鋼管㈱重工業部エネル

ギー産業部計画室次長 ）

4. 海中防食技術

戸村寿一（中川防蝕二［業㈱技術部企画

調査課長 ］

3. 海洋油汚染防除技術

1. 緒　論

瀬尾正雄WO.P.E: 代表取締役社貶）

2. 油汚染の概況

西村　肇（東京大学工学部助教授 ）

3.　船舶からの油の排出

瀬尾正雄

4. 流出油

瀬尾正雄
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第６章　評議員会および各種委員会

１。評議員会

２．各種委員会



１評議委員会

海洋科学技術センター（ 以下「 センター」とい

う）には、センターの運営に関する重要事項を審

議するﾌ匕゚めにセンター法訟よび定款に よって評議

員会が置かれている。

評議員は、海洋の開発について専門的左知識を

有する者のうちから、科学技術庁長官の認可を受

けて会長が任命する。任期は２年で、補欠の評議

員の任期は前任者の残任期間である。

評議員会の構成訟よび審議の概要は次のとおり

である。

評　議　員　　　　　　 （ 順不同　敬称略 ）

芥 川 鏐 孝（ 日本船舶振興会理事長 ）

注１甘 利 昂 一 （ 日本舶用機器開発協会理事 ）

稲 山 嘉 寛（ 日本鉄鋼連盟会長 ）

岩 下 光 男（ 東海大学教授 ）

北　　博 正 （ 東京医科歯科大学教授 ）

佐々木 忠義 （ 東京水産大学教授 ）

杉 本 正 雄 （ 海洋開発審議会専門委員 ）

千 賀 鉄 也（ 経済団体連合会常務理事 ）

汪２岡 本 舜 三（ 土木学会会長 ）

高 橋 正 春（ 理化学研究所理事 ）

注３瀧 口 丈 夫 （ 石油連盟会長 ）

注４田 口 連 三 （ 日本造船工業会会長）

日 高 孝 次（ 東京大学名誉教授 ）

藤 田　　厳（ 大日本水産会会長 ）

注５本 間 嘉 平 （ 日本建設業団体連合会会長 ）

前田 七之進（ 日本電機工業会会長 ）

注１　当年度中江後職が全日本モータボート競

走連合会副会長に変更された。

注２　当年度中に後任 飯田 房太郎が就任した

注３　　　　･・　　 密 田 博 孝y ｙ

注４　　　･ ・　　 古 賀 繁 一 ／／

注５　　　　・・　　　 前田 又兵衛 ／／

（1） 第１回評議員会

第１回評議員会は ３月１３日午後１時 ３０分か

らセンター東京連絡所で。下記諸氏の出席のもと

に開催され疣。

出席者　評議員

芥川、岩下、北。杉本、日高、千賀（ 代理 ）、

藤田（ 代理）、前田（ 代理 ）

（ 委任状の提出のあった評議員　甘利、佐々

木、岡本、高橋、瀧口、本間 ）

科学技術庁

松原海洋開発課長　脇技官

海洋科学技術センター

駒井会長、石倉理事長、木下理事、

染谷理事、松田理事、岡村理事、崎田

監事、堀監事、黒田企画部長、他２名

駒井会長の開会挨拶に続いて松原科学技術庁海

洋開発課長の挨拶かおり、前回の議事録を了承し

次の議案の審議に入った。

イ、昭和４８事業年度事業計画、予算訟よび資

金計画（ 案 ）について

染谷理事並びに木下理事よりそれぞれ昭和48

事業年度事業計画（案 ）並びに予算資金計画（

案 ）の説明かあ凱 審議が行われた。

その結果各評議員から

①　試験研究課題については現実のニーズに結

びついた必然性のある課題と痙るよう→5 表

現を工夫する必要があるものがある。

②　研究者に人材を得ることは、センターの運

営にとって極めて大切であり、大学、民間企

業等との人事交流を含めた人材確保の対策を

充実させることが望ましい。

③　センターの資金運用基盤については、本質

的に解決を要する間題かおり、抜本策を検討

する必要がある。

左どの意見が交わされた。これに対して石倉理

事長より

① 試験研究の課題については今後、更に検討

を進め、より適切左ものとする。

②　研究部門の人材確保については、かねてよ

り努力を続け、昭和 ４７年度定員については

ほぼ充足することができた。しかし、今後共、

研究プロジェクトを中心に研究分野、年令構

成左とを充分検討の上、大学、民間企業等と

の出向制度の活用々ど人事交流を活発化する

方向で、人材の確保に努力していく。

左どの意向が表明され、その結果、原案ど訟り

了承された。

口、監事の選任について
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海洋科学技術センター常勤監事崎田晃氏 と非

常勤監事堀武男氏が センター定款附則第 ４項の

規定により昭和 ４８年 ３月３１日をもって任期

満了となるにともない、センター定款第１７条

第1 項の規定に もとづき、本評議員会におりて

次期監事の選任を行った。その結果、センタ

ー次期常勤監事に崎田晃氏、同非常勤監事に

堀武男氏が再任され、科学技術庁長官あて認

可申請を行うよう決定された。

（2） 第 ２回評議員会

第 ２回評議員会は６月２７日午後 ２時からセ

ンター東京連絡所で、下記諸氏 の出席のもとに

開催された。

出席者　 評議員

芥川、北、杉本、千賀、日高、稲山

（ 代理 ）、田口（ 代理 ）、前田七之

進（ 代理 ）

（委任状の提出のあった評議員　甘利、

岡本、岩下、佐々木、高橋、藤田 ）

海洋科学技術センター

駒井会長、石倉理事長、木下理事、

染谷理事、松田理事、崎田監事、

黒田企画部長　 他７名

駒井会長の開会挨拶に続いて、前回の議事録

が原案通り了承された後、審議に入った。

イ、昭和47 事業年度財務諸表について

木下理事 より昭和 ４７事業年度海洋科学技

術センターの財産目録、貸借対照表、損益計

算書、欠損金処理計算書並びに決算報告書に

ついて説明され審議の結果原案のと訟り了承

された。

口、長期事業計画について

染谷理事 が説明に先立ち

①　長期事業計画を策定するにあたっては、

まずその前提となるセンターの性格論を深

くほ りさげて検討する必要があること。

②　従って、今回の試案では、現状認識とセ

ンターの性格と役割の検討に重点 を置き、

事業の基本方針以下の項目については試案

の提示を見送っ疣こと。

赱どの説明かあ 久 次いで試案の説明と審議

が行われ疣。

その結果、長期事業計画の策定につい ては、

経団連を始めとする関係各方面の意向を充分

反映 させなが ら、成案化を図ることとなった。

八、昭和４９事業年度予算概算要求方針忙つ

い て

染谷理事 より説明が行 われ。審議の結果、

民間資金負担分については、努力目標とする

ことで原案 によ 久 秤学技術庁に要求 すること

が了承された。

二、定款の一部変更について

木下理事 より説明が行われ、原案のとおり了

承された。

（3） 第３回評議委員会

第 ３回評議員会は １１月 １４日午後 ２時からセ

ンター東京連絡所で、 下記諸氏の出席のもとに開

催された。

出席者　評議員

芥川、杉本、千賀、高橋、 日高、古賀

（ 代理 ）、前田七之進（ 代理 ）、密ｍ

（ 代理 ）

（委任状提出のあった評議員　 甘利、飯

田、北、佐 々木、 藤田、前田 ）

科学技術庁

松原 海洋開発課長　 他１名

海洋科学技術センター

石倉理事長、木下理事、松田理事、畸

田監事、堀監事、黒田企画部長

他４名

杉本評議員会議長 の開会挨拶に続い て、前回の

議事録が原案通 り了承された後、審議に入った。

イ、長期事業計画について

石倉理事長 より第 １次試案の基本的考え方か

よび構成について説明かあ 久 また今後のと か

扱い については、 １１月 １９日比開催予定の長

期事業 計画懇談会の了承を得たあと科学技術庁、

経団連、海洋開発懇談会と協議して、 かためて

ゆきたいとの説明かあ 凱 ついで審議が行 われ

た。その結果

（Ｄ　センターの性格につき特殊法人 にすべしと

の意見 もあるので。長期計画中に性格論をい

れることについては再検討すること。

② 民間資金の導入法につい ては今後更に検討
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すること、などの意見がありこれらの意見

をふまえて、ひき続 き作業を進めてい くこと

とされた。

口、 昭和４９事業年度予算概算要求方針について

木下理事 より説明があり審議の結果了承され

たＯ

八、土地および建物の貸付けについて

木下理事 より貸付方針、対価等につき説明が

あり、審議の結果「2. 対価 」を次の ように改め

ることとして了承された。

貸 付けの条件訟 よび対価

土地および建物の貸付けの条件は、国有財産に

準じて行うこととし、原則 として有償とする。

二、募金状況について

木下理事より昭和４８年度民間募金状況につ

いて報告があった。

ホ、 シートピア計画６０．海中実験実施結 果に

ついて

松田理事より実験内容の報告があった。

２各種委員会の活動

（1）施設建設準備委員会

「 会長の諮問に応じて、建物訟よび機械設備等

海洋科学技術センターが必要とする諸施設の建設

について計画立案し、会長に答申する」ことを任

務とするもので、委員会は各界の諸氏のうち、特

に海洋の開発に造詣の深い下記９名の委員をもっ

て構成されている。（ 敬称略 ）

委員長　志 岐 武 司　 海洋科学技術センター

委　員　石 原 綱 夫　 三菱重工業曲

/／　　　岩 下 光 男　 東海大学

/／　　　大 谷 敏 久　 新日本製鉄㈱

/／　　　大 倉　 勉　 ㈱日立製作所

’・　 林　　　 聡　 運輸省港湾技術研究所

’・　 松 石 秀 之　 ㈱大林組

/／　　　　宮山 平八郎　 日本国際教育協会

･・　 森　　満 雄　 日本鋼管㈱

本年度は委員会を４回開催し、潜水訓練プール

棟、共同研究・研修棟、海中食研究棟、廃棄物処

理施設、波動実験水槽の建設について審議が行わ

れた。

－ ６ ９

各回の審議の概要は次のとおりである。

イ、第１０回委員会

①　日　　時　昭和４８年５月１７日

② 場　　所　センター東京連絡所

③　議　　題　潜水訓練プール並びに同建屋建

設について

④　議事羝要

プールの水温、室内の温度、湿度、照度、

屋根の材質、殺菌装置、清掃方法、プール壁

体の色彩、シャワー室等を中心に審議し、こ

れらの審議事項を考慮して実施設計を行うこ

とが了承された。

口、第 １１回委員会

④　日　　時　昭和４８年 ７月１６日

② 場　　所　センター東京連絡所

③　議　　題　潜水訓練プール並びに同建屋建

設について

④　議事概要

実施計画図面にもとづいて、ベンチレータ

の容量、ボイラ容量、ホイストの感電防止、

屋根材及びプールの仕上材、プールの排水管

の大きさ等について審議した結果、原案が丁

承された。

へ 第１２回委員会

([] 日　　時　昭和４８年１１月６日

② 場　　所　センター東京連絡所

③ 議　 題

ｌ ）共同 研究・研修棟訟よび海中食研究棟の

建設について

２ ）廃棄物処理施設について

④ 議事概要

ａ ）共同研究 ・研修棟は。①廊下を狭くして

利府面積を広 くすること匐毎中食研究棟と

は ５．以上 おけ ることとして再検討するこ

と。

ｂ ）海中食研究棟はピロテ ィ方式 とするため、

階下の利用を考えて柱の間隔を1 0 77zに広

げ ること、また階上への材料搬入等のため

の簡単な手動 リフトの設置を考慮 すること。

ｃ）廃棄物処理施設については、生活排水と

化学排水は別にすること、

以上に よってそ れぞ れ計画を進めることが了



承された。

二、第１３回委員会

（Ｄ　日　　時　 昭和４９年 ２月５日

② 場　 所　 センター東京連絡所

③ 議　 題

Ｉ）廃棄物処理装置について

２）波動実験水槽の建設について

⑩ 議事概要

ａ ）廃棄物処理装置

処理槽はできるだけ地中に埋設する方式の

ものを採用すること。

化学排水処理施設は生活排水処理槽とは別

のものとするこ と。

ｂ ）波動実験水槽

多目的の ものを作って も後日あまり利用し

ないことが多いので、焦点を絞ったものに

すること。

工事は精度を要するものであるから基礎工

事の施工は慎重に行 うとの意見を付して原

案が了承された。

②シ ートピア計画安全性審査委員会

科学技術庁の委託に よる「 海中作業基地による

海中実験研究 」（ シートピア計画 ）を安全かつ円

滑に推進するため、海中居住実験の実施に関して

実施計画、実施体制、作業要領、安全対策訟よび

緊急処置、アクアノート訓練、機器の整備訃よび

研究内容につい七審査する目的で当センターの諮

問機関として設け られたもので、 本年度は６０．

海中実験の実施にあたり、３回の委員会が開催さ

れた。

委員 （ 五十音頷、敬称略 ）

委員長　 北　　 博 正　 東京医科歯科大学教授

委　 員　井 上 威 恭　 横浜国立大学教授

岩 下 光 男　 東海大学教授

大 島 正 光　 東京大学教授

北 川 徹 三　 横浜国立大学教授

笹 本　　浩　 慶応義塾大学教授

庄司和民　東京商船大学教授

平 本 文 男　 東京大学教授

渡 辺　　茂　 東京大学教授

主な審査事項は次のとお りである。

①　第 ５回委員会（ 昭和４８年 ４月 １６日 ）

ａ、 シートピア計画 ３０・ 海中実験研究成果

報告

ｂ、シートピア計画６０ｍ海中実験基本計画

②　第 ６回委員会（ 昭和 ４８年 ６月８日 ）

ａ、科学技術庁 の「 シートピア安全性検討委

員会 」よりの3 0 77z海中実験に対する指適

事項に対する処置要領について

ｂ、シートピア計画６０m海中実験研究詳細

実施要領（ 実験実施要綱、安全基準、緊急

処置要領、教育訓練実施計画、６０m シミ

ュレーシミ､ン実験実施計画、６０m海中実

験実施計画、実験装置改造計画書 ）

③　第 ７回委員会（ 昭和４８年 ６月 ２３日 ）

シートピア６０mシミュレーシyolン実験実

施計画の内の医学 関係研究要領について

(3)潜水シ ミュレ ータ建造研究検討委員会

科学技術庁の委託による潜水シミュレータの建

造研究を実施するに当たって、研究の円滑かつ効

率的な推進に資す るため、昭和４６年 １１月に設

置された。

本年度は昨年度に引続いて潜水シミュレ ータ本

体、環境コント日ール装置および中央管制装置並

びにヘリウム回収精製装置などの建造研究推進状

況、総合試運転実施要領 などについての検討を２

回にわたって行った。そして昭和４９年3月３０日

の第 ７回委員会を もって本委員 会は 任務を終り、

解散した。

委員（五十音順、敬称略）

委員長　寺 田　　 明　 三菱重工業㈱

委　員　 荒 木 浅 吉　 日本海洋産業㈱

井 上 照 明　 日本酸素㈱

稲 垣 道 夫　 科学技術庁金属材料技

術研究所

”　大島正光　東京大学

緒 明 亮 作　 日本鋼管㈱

北　　 博 正　　日本医科歯科大学

小林秀造　大成建設㈱

上 滝 致 孝　 工業技術院電子技術総

合研究所

－ ７ ０



杉 田 昌 質　 横河電機㈱

平 野 美 木　 川崎重工業㈱

”　　藤井 嶺二郎　 大阪酸素工業㈱

堀　　 元 美　 隹友重工業㈱

／／　　　山 本　　 実　 日本鋼管㈱

主な検討項目は次のとおりである。

① 第 ６回委員会（ 昭和 ４８年 ５月 ２５日 ）

ａ　 潜 水シミュレ ータの建造研究の建造経過

について。

ｂ　総合運転性能試験要領について

② 第 ７回委員会（ 昭和 ４９年 ３月 ３０日 ）

ａ　 潜水シミュレータの総合運転性能試験結

果について。

ｂ　 潜水シ ミュレ ータの今後の問題点につい

て。

ｃ　 本委員会解散と今後の運営などについて。

- ７ １
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そ の 他

１。追浜地区への移転

２．開 所 式

３．業務日誌



１追浜地区への移転

かねて建設中の海洋工学棟が横須賀市夏島町の

センター敷地に完成し、東京都港区新橋と横須賀

市米ケ浜通りに分散していた事務および研究スタ

、フは、昭和48 年６月１３日（ 水 ）に夏島町へ

移転し、本格的在研究業務を開始した。

２開所 式

横須賀夏島町への移転に伴々い、昭和48 年12

月４日（ 火 ）各界の関医者約６００名を招いて開

所式を盛大に挙行し忿。

３業務日記

ｏ　昭和４８年 ４月

１２日　 組織 の改正一研修部の新設 、海洋理学

部を海洋開発技術部Ｋ改組、企画部に綛

務課を新設

１３日　 西欧連合利学 技術調査団来所

１６日　 第 ５回シートピア計画安全性審査委員

会

３０日　Of  f a ho  r e　T e chnology

Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ（ＯＴＣ ）に堀監事出席

ｏ　昭和 ４８年５月

１７日　第 １０回施設建設準備委員会

２５日　第 ６回潜水シミュレータ建造研究検討

委員会

ｏ　昭和 ４８年 ６月

８日　 第６回 シートピア計画安全性審査委員

会

１３日　 横須賀市夏島町へ横須賀市米ケ浜通の

仮事務所訟よぴ東京 連絡所 より移転

１５日　「 放射性固体廃棄物の海洋処分のモニ

タ リング技術に関する試験研究 」を科学

技術庁 より受託

２３日　第 ７回シートピア計画安全性審査委員

会

２７日　第 ２回評議員 会

３０日　 海中環境訓練実験棟完成

Ｏ　昭和 ４８年 ７月

１６日　第 １１回施設建設準備委員会

２０日　潜水技術棟完成

１３日～ ２８日　シー トピア計画６０．海中実

験 のための６０。Ｚシミュレーシ・ｙ実験

（ 支援ブイ ）

（ 第 ２回は、 ７月 ３０日～８月１４日に

実施 ）

３０日　潜水シミュレータ装置完成

Ｏ　昭和 ４８年 ９月

１１日～ ３０日　 シートピア計画6  0m 海中実

験を静岡県 西伊豆町田子港外で実施し、

４人のアクアノートに よる延50 時間 ２２

分の海底居住実験に成功

Ｏ　昭和48 年 １０月

６日　第 １２回施設建設準備委員会

Ｏ　昭和４８年 １１月

１１日　欧州におヽける海洋開発技術の動向を調

査するため、 胆）経団連海洋開発懇談会、

（社）日本海洋開発産業協会、（財）日本舶

用機器開発協会、（社 ）海洋開発建設協会

との共催に よ久　３週間陀わたる「 欧州

海洋開発技術調査団 」（ 団長当センター

染谷理事 ）を派遣

１４日　第 ３回評議員会

Ｏ　昭和４８年 １２月

４日　開所式（ 横須賀市夏島町の本部にて ）

１７日　第 １回混合ガス潜水技術研僥;募集開始

１１日～ １８日　海中モニタリング技術の３０

。～１００・ 海中実験（ 静岡県東伊豆熱

川沖にて ）

― 7  5  ―



３０日　 海洋工学実験場第２期工事完成

Ｏ　昭和４９年１月

２２日　欧州海洋開発技術調査団報告会(東京)

写真は挨拶する染谷欧州海洋開発技術調査団団長

Ｏ　昭和４９年２月

５日　第１３回施設建設準備委員会

「 バイラテラルマニピュレータの研究 」

を科学技術庁 より受託

１５日 「 深海潜水調査船に関する調査研究 」

を科学技術庁 より受託

Ｏ　昭和 ４９年３月

１３日　第１回評議員会

１５日　潜水訓練プール棟訟 よび ガスバンク棟

完成

１６日 「 海中作業基地による海中実験研究 」

（1 0 0  m海中実験のための実験海域調査）

を科学技術庁より受託

２５日　第１回混合ガス潜水技術研修開講（ 研

修生 １４人 ）

３０日　第 ７回潜水シミュレータ建造研究検討

委員会

―  7  6  ―
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